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はじめに
1 考察の対象
(1) いわゆる複合契約が提起する契約問の影響関係如何という問題の中
でも，最も重要な局面が契約の消滅の局面である。ここでは謹合契約中の一
方の契約の消滅等によりそれ自体に消滅事由がないかに見える他方の契約が
消滅する根拠とその消滅の判断枠組みを明らかにすることが諜題となる。こ
うした契約の消滅が問題となる場面は様々あるが， このうち本稿は一方の契
約の無効等により締結時より自的とする取引を達成しえなかった他方の契約
の滞減如何についてこれら課題の考察を試みるものである。
(2) 複合契約は，複数の契約が構成要素となり，達成手段になっている
取引である複合取引の主要な一類型である。ここでは，ニまたはそれ以上の
者の閤で複数の契約が締結され，併存し，各契約が履行されることで取引が
達成されるという構造が存在し，密接に関連し依存するこれら契約聞の影響
関係を主として消滅の局面において認めうるかが問題となる 1)。そしてこの
問題は取引全体の達成という当事者の契約締結呂的を契約の処理にあたり既
存の法理を媒介にいかに反映しうるかに集約されたのである 2)。
こうした複合契約の提起する問題の中心となる局面が契約の消滅であり，
我が国の今日までの議論も主にこれにまつわるものであった。そしてこの複
合契約中の一方の契約の消滅等による他方の契約の消滅如何の問題も，いく
つかの場面に分けられた。このうちすでに，一方の契約が公序良俗に反し不
法な取引の達成が自的とされている場合の他方の契約の公序良俗違反による
無効如何と3)，複合契約論の最も重要な場面である，一方の契約の解除等に
より締結目的たる取引を事後的に達しえなくなり存在意義守失った他方の契
約の解除如何については考察をおこなった4)。しかしこうした契約の浩減如
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何が問題となる場面はこれらに尽きるものではなし一方の契約の無効等に
よる他方の契約の錯誤無効如侍を問題としたと見うる少なからね裁判例が存
在しており，その錯誤無効が承認されているのである。そこで本稿は引き続
き複合契約が提起する契約の消滅如何の開題について，中でもこの一方の契
約の無効等によるそれ自体に消滅事由がないかに見える他方の契約の消滅如
何の問題について，主としてこれら裁判例を分析することで検討し，同消滅
の法的根拠と判断枠組みを解明することを試みる。そしてこの場面での題合
契約の法理を明らかにすることを通じて，援合契約論全体に通ずる一つの視
点を得?こい。
2 本稿の課題
(1) こうした複合契約論の場面について，本稿は次の考察念行う。既述
のように，我が国においては，本間の契約の消滅，すなわち複合契約におけ
る他の契約の無効等による契約の消滅如何について，これを錯誤無効により
認める少なからむ裁判例が存在している。そこで本稿は主としてこれら裁判
例を検討して，潜在するこの場面を規律する複合契約の法理を明らかにする
ことを試みる。ここではこれら裁判例の錯誤無効の判断が錯誤論によって基
礎づけられること， とりわけ近時の動機の錯誤についての錯誤理論に親和的
であることを明らかにする5)。これを通じてこれら裁判例から本陪の消滅の
判断枠組みを抽出し，あわせて裁判例においてこの錯誤無効による消滅を認
めるにあたり考慮されている若干のファクターも示す。そして以上の検討か
ら本聞のみならず複合契約論全体に通ずる一つの視点も得られるであろう。
とはいえその多くが事例判決である裁判例が錯誤無効守認めるにあたり挙げ
る理由は様々で、あり，また痩数の観点からの検討を可能とするものであるた
め， とりわけこれらから抽出される判断枠組みはおぼろげなものでしかな
い。そこでフランス法においても同様の判断枠組みが発見されることを示し
て，この判断枠組みの一つの比較法的な支えを見出す。これにより我が国の
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裁判例からはおぼろげにしか抽出されなかった本間の消滅の判断枠組みがよ
り明確な形をもって現れることになるであろう。
(2) 以上の考察をなすために具体的には次のような検詳のプロセスを経
る。まず空クレジットにおける保証契約の錯誤無効に関する議論を検討す
る。ところで後の検討から明らかになるように，本構では複合契約中の一方
の契約の無効等により目的としていたこの取引がそもそも達しえなかったこ
とを?知らずに他方の契約を締結した者について，この存在意義のない契約の
錯誤無効を認めうるかが関われている。この事例の取引はこうした譲合契約
たるクレジット契約に保証契約が結合したものであり，ここでは，本間の複
合契約中の一方の契約の無効等により締結時から目的たる取引を達しえず存
在意義のなかった他方の契約の錯誤無効如何そのものが問題になっているわ
けではないが，複合契約中の一方の契約の不成立により当初より目的とした
取引を達しえない場合に，この取引について保証をした保証契約が錯誤無効
となりうるかという類似した問題が扱われているといえる。またこの事例を
めぐっては本間の考察の軸となる議論の蓄積がある。そしてこの議論を検討
することで，本問診錯誤論により担いうることが示され，また本聞の消滅の
半日新枠組みの構築にとって有意なポイントが析出されることになる。
次に実際に本間の複合契約中の契約の錯誤無効が問題になったと見うる裁
判例，具体的には融資一体型変額保険取引やその他様々な取引の中の契約の
錯誤無効如何が問題になった裁判例を検討して，本聞が錯誤論によって担い
うることおよび上記の検討から析出された判断枠組みに関するポイントがこ
れら裁判例においても見出されることを検証し，またこれら裁判例において
考慮されている若干のブアクターを抽出する。
さらにこうして抽出された判断枠組みと同様のものがプランス法において
も見出されることを示す。前稿においては複合契約中の一方の契約の解除等
により締結目的たる取引を事後的に達しえなくなり存在意義を失った他方の
契約の解除如何の考察において，その判断枠組みと法的根拠について示唆を
得るため， これに対応するフランスの議論を検討した。そして向聞と本間と
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はともにこうした目的の喪失により容在意義を失った契約の消滅如何を問う
ものであり，その類似性等からこのプランス法の議論は本間の考察にとって
も参考になり，ここには同様の判断枠組みが見出されるのである。
その上で以上の検討から本間の消滅の判断枠組みのポイントのーっとして
抽出された点が護合契約論全体に通ず、る視点になりうることを示す。
(3) ところで本稿は， このように主として本間の錯誤無効如侍が問題に
なった裁判例密検討して， こうした本間の消滅を規律する法理を明らかにす
ることをもっぱら目的とするものである。その意味で基本的には現行法(民
法95条)の解釈論を試みるものである。
ところで近年，民法改正とりわけ債権法改正ついての議論が高まってい
る。すでに様々な形態のまた対象とする分野も異なる改正の提案が現れてい
るが，債権法を対象とするまとまった法案ないしは法案要綱として，加藤雅
信教授を中心とする民法改正研究会による日本民法改正試案と民法(債権
法)改正検詑委員会による債権法改正の基本方針が公表されている。そして
これらには錯誤に関する規定案のみならず，特に債権法改正の基本方針lこは
複合契約中の契約の消滅に関する規定案が含まれており，この中には本間に
対応すると思われる規定案もある。そこで本稿では，本間を規律する法理を
明らかにし，この環行法の解釈論をふまえて，これら規定案によれば本間は
いかに規律されるのか，またこれらは本法理をどれほど形にしえているのか
も検討することにする。
(4) なお近時，本稿が対象とする複合契約，さらには謹合取引を包摂す
る，三ないしそれ以上の当事者が関与する取引である多角的法律関係につい
て，様々な多角関係が提起する撞々の問題の考察がなされている 6)。むろ
ん，重要ではあってもその一部である複合契約について，代表的な消滅の局
面の一つの問題について検討をなすにすぎない本稿の及ばない，他の局面，
さらには他の多角関係を含めた考察の必要性と意義は言うまでもない7)。本
稿が考察の対象とする取引も，また本稿が明らかにすることを試みる法理の
働く場面も限られてはいる。それでも，複合契約というそれなりに広範な取
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引類型の，限られてはいても重要な消滅の一つの局面について，我が園の裁
判例に潜在する，後述のように必ずしも意思ないしは合意には還元しえない
法理色伝統的な法概念ないし法理論に立脚して，利用可能な程度に具体的
な%で抽出し，積み重ねてゆく作業の一環をなす本稿にも，多角的法律関係
の検討という観点からも，それなりの意義はなかろうか8)。
空クレジットにおける保証契約の
錯誤無効如何について
1 問題の所在
(1) 本間のもともと取引を達しえず寄在意義のなかった契約の錯誤無効
そのものが問題になっているわけではないが，こうした取引について保証を
した保証契約の錯誤無効という類似した問題を扱い，また考察の軸となる議
論の蓄積があるという点で，本間の考察に最も参考になるのが空クレジット
における保証契約の錯誤無効に関する議論である。そこでまずこの空クレ
ジットにおける保証契約の錯誤無効の議論を検討する。
クレジット，すなわち個郎信用購入あっせんにおいては，信販会社等の与
信者が買主に代わって売主に代金額を立替払いし，後に買主が与信者に手数
料等を合わせて分割払いするというように，その本来的内容は信用を受けて
商品を取得することにある。しかししばしば商品の取得を目的とせず，単に
信用を得るためにこの取引が利用されることがある(空クレジット)。質主が
事業資金などに利用するために売主と共謀し，物件受領書等~与信者に交付
するなどして，売買契約が締結されず商品の引渡しがなされていないにもか
かわらず，売主が代金額の支払いを受け，その大部分が買主に交付されて，
このような悪用が可能になるのである。なおファイナンス・リースや割賦販
売業者が問に入って売主から商品を購入し， これをケ巽主に割賦販売する介入
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売買においても，商品が売主からユーザーや買主に直接引き渡されるのであ
れば同様の事態が生じうる(さをリース，空売り)。
(2) このような空クレジットにおいては，売買契約の不成立にもかかわ
らず，買主は与信者に対して賦払金の支払義務を負い続けることになる。判
例によれば売買契約と立替払契約は基本的には別備の契約であり，売買契約
が不成立でも立替払契約は有効に成立し，割賦販売法 30条の 4(平成 20年の
同法の改正により 35条の 3の19)の抗弁の接続の要件を満たしている場合で
も，売買契約の不成立について巽主が悪意であるため，貫主による抗弁の接
続の主張が信義則に反するからであるヲ)。また空リースにおいてユーザーの
商品の引渡しがなされなかったことを理由とするリース契約解除の主張や
リース料の支払いの拒絶は信義則に反し10)，空売りにおける買主の割賦販
売業者に対する同時履行の抗弁や解除の主張も同様である 11)。
このように買主は支払義務を負い続けるわけであるが，ではこの債務佐保
証した保証人はどうか。立替払契約が消滅しない以上は，附従性により保証
f責務は消滅しないものの，保証人は商品を取得するための正常な販売信用眼
目iだと思って保証契約を締結したが，実際には単に信用を得るためだけの不
正常な取引だったのであるから，同契約の錯誤無効'5:-主張しうるかが問題と
なる。ここでは，個別信用購入あっせんの一部である売買契約が締結され
ず，保証人がもともと想定していた販売信用取引がなされなかったため，保
証契約の錯誤無効如何が争われたのである。本事例iについては平成 14年の
最高裁判決をはじめ少なからね裁判例が現れ，これにまつわる議論がなされ
ており 12)，本間の考察の観点からこれらを検討する。なお空リースや空売
りに保証契約が加わった場合にもほぼ同様の問題が生じ裁判例においても
同様に扱われている。以下では考察の中心となる最判平成 14年の事案でも
ある空クレジットに保証契約が加わった場合を念頭に置いて検討をおこな
つ。
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2 裁判例について
(1) この保証契約の錯誤無効如何については，これを認める最一判平成
14年 7月 11日に至るまで，その肯定否定をめぐって下級審裁判例の判断は
分かれ，やや否定裁判例!の数の方が優勢であったといえる 13)。
まず否定裁判例には，公刊されているものとして，①東京高判昭和 58年
12月日日金法 1063号 40頁(空クレジツト)，②東京地判昭和 59年 7丹20
日金判 716号 26頁(主主リース)，③仙台高判昭和 60年 12月9自判時 1186
66頁(空リース，空売り )14)，④東京高判昭和 62年 l月 20日判タ 650号
176頁(空売り)，⑤大阪地判平成元年 3月 10日判時 1345号 100頁(空売
り)15)，⑥東京地判平成 2年 5月 16日判時 1363号98頁(安リース)16)，⑦東
京地判平成 10年 3月 23日金判 1058号48貰(空クレジット，最判平成 14年第一
審判決)li)があり，保証人の錯誤無効の主張を否定する理由も様々である。
このうち一部裁判例には，保証の附従性を，主債務者が債権者に対して主
張できない事由は保証人も主張することができないという形で適用して，保
証人の錯誤の主張を退けたと見られるものもある(①)。
しかしその多くは，次のように保証人の錯誤無効の主張営退ける。例えば
③によれば， リースにしろ，介入売買にしろ，商品の賃貸借または売買とい
う法形式をとっていても，その実質は融資の実現を内容とするものであり，
空リースも，空売りも，商品の引渡しはなくても，代金額の融資という点で
は異ならず，保証契約もその実質はこの融資に対する保証であって，空リー
スや空売りであることについての錯誤は動機の錯誤にすぎず， この動機は相
手方に表示されていないとしている(③，⑦も同旨)。また⑥も金融的側面で
は異ならないとの実質識をケ共有している。
そして物件が在在すれば椙当な価額が主債務に充当され， または弁済によ
る代位において物的担保となるのに対し， このような場合保証人は無担保の
金銭消費貸借の保証人と伺識の責任を負わされることになり，一見その法的
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地位が異なるかに見えるが，通常商品の価値は買主の使用開始と問時に急速
に低下し，また用途の特殊性から換価性に乏しいこともあり，担保としての
機能は低し商品の引渡しの有無は重要な意味を持たず，このことからも動
機の錯誤にすぎないとされ，または錯誤と保証契約締結との罰果関係が否定
され，その重要性が否定されている(④⑥⑦)。さらに保証人と主たる債務者
が互いに保証をしあってきたなど両者の関係から，資金調達目的を知ったと
しても，保証人となった可能性のあることも考躍されている(②③)。
(2) これに対して，肯定裁判例には，⑧大阪高判昭和 56年 10月29日
判時 1037号 118頁(空売り )18)，⑨東京地判昭和 61年 5月8日判タ 650号
179貰(安売り，④の原審判決)，⑮広島高判平成5年 6月 11日判タ 835号
204頁(空売り，空リース )19)，⑪仙台地判平成 8年 2月 28日判時 1614
118頁(空リース)20)，⑫福島地裁会津若松支判平成 12年 7月27日判タ
1101号 202頁(空クレジット)が挙げられる。
最初の判決である⑧は，通常の割賦販売契約上の債務について連帯保証す
る意思で契約したにもかかわらず，実際には空売りであって無担保の融資金
債務について保証した結果となっており，この錯誤は契約内容として表示さ
れた事項に関するものであって， しかも主債務の態様についての重要な事項
に関するものであったとして，保証契約の要素の錯誤による無効を認めてお
り，⑨もこれに近い。
その後上記の否定裁判例が続いた後にほぼ間様の論旨の肯定裁判例⑮と@
が現れる。なお空クレジットにおいて顧客の信販会社に対する債務を販売業
者が連帯保証し，さらにこれを保証人が連帯保証していたという特殊な事例
に関する⑫も， これらとおおむね間留を述べて，保証契約の錯誤無効を認め
ている。
これらによれば，連帯保証契約は特定の主たる債務を連帯保証する債務の
成立を?呂的とする契約であるから，主たる債務がいかなる契約から生じるか
は連帯保証契約の当然の前提をなし，その内容になっているとし(この点で
他の保証人や物的担保の有無とは異なる)， @lは，通常のリース契約・割賦販売契
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約であることは保証契約の内容として契約書上明確に表示されていたとし
て，⑮は単なる動機の錯誤ではなく，意思表示の要素の錯誤であるから，動
機が表示されていたのか否かは問題にならないとして，いずれも保証契約の
錯誤による無効合認める。
その上で両判決は， リース契約および割賦販売契約が経済的実体として金
融であるから，融資を受けてこれを返済することについて保証する意思があ
る以上，要素の錯誤があるとはいえないとの，上記の否定裁判例の主たる論
拠について，両契約の法的形式は賃貸借および売買であるのみならず，実際
上も通常は財貨の移転を伴う契約であることや(⑩)，正常なリース契約に
基づき営業活動そ行なっていく場合2:， ~リースによってその場しのぎの金
融の利益を得る場合とでは，主たるf責務者による弁済の確実性に相違があ
り，保証人の予測すべきリスクの範囲や質が違うことは明らかであること
(⑮)から，再契約を単なる融資契約と同一視することはできないとして，
これを否定する。
3 学説について
(1 ) 下級審裁判例の展開が以上のようであるとして，では学説にはどの
ような見解があったのか。後述の最判平成 14年が下される以前， この錯誤
無効如偲については， これを否定する見解と肯定する見解とがそれぞれ存在
していた。以下に見るようにこれら見解の論拠はそれぞれ既述の否定裁判例
および肯定裁判例の挙げる論拠におおよそ一致している。
(2) まず否定説は主として実務家から主張され，その論拠としては， こ
れら取引もその実質として金融の便宜を供与するという点で正規の取引と異
ならないから，このような事官はいわゆる動機の錯誤にすぎないことや21)，
この方が人的担保の存在の誤信は動機の錯誤にすぎないとの判例にも沿うこ
と22)，物件の価値が低いためその有無で大きな違いはないことのほか23)，
錯誤論における一元論に立って相手方が善意無過失ならば錯誤無効の主張を
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認めるべきではないこと24)などが挙げられる。
(3) 次に肯定説の論拠としては，例えば，割賦購入代金について保証を
したのであるから，物の引渡しがなされることは当然の前提であり， このこ
とは表示されて契約内容になっていることのほかお)，空売りでは担保にな
る商品の引渡しのないいわば無担保の融資金債務について保証した結果にな
ることやお)，単なる金融を目的としている場合には，主債務者の債務返済
能力に問題があることになり，ひいては連帯保証人として責任を追及される
可能性が高くなること27)，正常のリースと金銭消費貸借とでは予測すべき
リスクの範囲や質が違ってくること28)など，保証人が実質的に被る不利益
から看過しえない重要な相違があることが挙げられる。
4 最高裁平成 14年 7月11日判決について
(1 ) 以上のように錯誤無効如何をめぐり下級審裁判例が分裂し，学説が
対立している中で，最高裁としてこれを肯定する判断を行なったのが⑬最
一判平成 14年 7丹 118判時 1805号56貰である29)。
事案は，買主が営業資金を捻出するため，売主と図って，売買契約がない
にもかかわらず，信販会社と代金の立替払契約を締結して，金員を受領する
という空クレジットを行ない，買主の従業員がこれを知らずにこの立替金等
返還債務を保証し， この保証人が保証契約の錯誤無効営主張したというもの
である。本件の第一審判決である⑦は既述のようにこれを否定し，原審もこ
の判断を維持したのに対して，本判決は，既述の肯定裁判例⑩および⑮の論
拠をほぼ踏襲して，次のように保証契約の錯誤無効の主張を容れている。す
なわち，保証契約は，特定の主債務を保証する契約であるから，主債務がい
かなるものであるかは保証契約の重要な内容であり，主債務が立替払契約上
の{責務である場合には，売買契約の成立が立替払契約の前提となるから，
買契約の成否は保証契約の重要な内容である。しかし本件立替払契約は売買
契約の存在しない空クレジット契約であり，保証人はこのことを知らなかっ
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たのだから，その意思表示は法律行為の要素に錯誤があったものといえる。
そして，主たる債務が正規のクレジットによる場合と空クレジットによる場
合とでは主債務者の信用に実際上差があり，保証人の負うべきリスクが異な
るとした上で，一通の契約書に立替払契約と保証契約が併せ記載されている
本件では，保証人は通常の立替払契約であることを当然の前提とし， これを
保証契約の内容として意思表示をしたものであることはいっそう明確で、ある
と。
本判決は上述のようにこれまで下級審裁判例および学説が分かれていたこ
の問題について，肯定説に立つことで判例を統ーしたものである。本判決は
事例判決ではあっても，その命題は一般性を有し，その規律は類似の事案に
も及びうるものであり，実務にも影響を与える，大きな意義を有する判決と
いえる。
(2) ではこの判決はどのように位置づけられ，またこれにいかなる意義
が見出されているのか。本判決については，その結論には異論はないが，論
理構成に呉を唱えるものや30)，自身のよって立つ錯誤論からこれを評価す
るものなど31)，様々な評価があるが32)，その判旨について次のような理解
もなされている。
本件で保証人は正常な立替払契約から生じた債務だと思って保証したにも
かかわらず，実擦には空クレジットに基づく債務であった点、に錯誤があった
わけであるが，保証人は翼主の負う債務を保証するとの内心的効果意思を持
ち，このように表示しているため，その錯誤は表示錯誤ではなくいわゆる動
機錯誤といえる。しかし本判決は，保証契約が特定の主債務を保証する契約
であるから，主債務の態様が契約の重要な内容となるとして，その錯誤伝要
素の錯誤と見ている。もともと錯誤否定説が信用供与取引の金融的性質を
視し支払債権として間賞であるとして，本件錯誤を主に担保の存在につい
ての錯誤であり，動機の錯誤とし，その表示がないため無効とはならないと
したのに対し，本判決は，保証契約の特性が特定の債務の保証にあることに
立脚して，本件錯誤を主債務の態様の錯誤として把援しているといえるお)。
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そしてこの主債務の態様は保証契約の重要な内容であるとして，表示の有無
を問題とせずに要素の錯誤を認めているのである。以上の本判決の判旨につ
いては，保証契約において主債務の態様はその重要性から定型的に契約の内
容に取り込まれるため表示の有無を問題とする必要がないとの理解がなされ
る34)。この点で動機はそれが表示されて意思表示の内容になった場合には
95条が適用されうるとの従来の判例との関係が問題となるが，判例のこの
動機表示定式について，ここで、問題とされてきたのは動機が契約の内容に取
り込まれたか否かで、あり，表示はその典型的一場面であるとの理解によるな
らば35)，本判決はこの定式によって保証契約においては主たる{責務の態様
が表示を要することなく当然に契約内容に取り込まれることを示した一例で
あると位置づけられ，従来の判例に矛盾するものではないとも解される 36)。
その上で本判決が表示の有無を間わずに当然に契約内容になるとしている点
については，保証契約の契約類型としての性質に由来するものであるとされ
る37)。これによれば特定の主たる債務を保証することを目的とする保証契
約においては，その契約類型としての性質からこの主たる債務がいかなるも
のであるかは当然に保証契約の重要な内容となり， この点についての錯誤は
要素の錯誤になるのである。
なお特に本件の保証人の錯誤を担保の存在についての錯誤であると把謹す
る考え方によれば， この錯誤無効の承認と，主たる債務に他の人的担保や物
的担保が存在することの誤信が動機の錯誤にすぎないという従前の判例との
整合性が問題となりうるが38)，半日旨のように，主たる債務の態様に関する
錯誤と把握すれば，その事柄は保証契約の契約類型の性質から当然に保証契
約の内容に取り込まれるものであるのに対して，担保の存在などは保証契約
に外在的な事柄であって特に当事者が合意をした場合に限り内容となりうる
ものであることから，本判決はこうした従前の半日開に矛盾するものではない
とされる 39)。
(3) では以上のように主たる債務がいかなるものであるかが定型的に保
証契約の内容になるとして40)，本件では主たる債務がどのようなものとし
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て保証契約の内容になっていたのか。判旨によれば，本件においては立替払
契約が現実に成立している売買契約の代金を立て替える正規の立替払契約で
あることが契約内容になっているとされる。すなわち，本件保証契約の主債
務は立替払契約上の債務であるところ，同契約は商品の代金を立替払いして
その立替金を分割して支払うというものであって， この商品の売買契約の成
立を前提とし，それゆえこの債務は売買代金の立替金の支払債務であり， こ
れが主たる債務の態様として保証契約の内容となっていたという意味で，商
品の売買契約の成否は保証契約の内容になっていたのである。そして本件で
はこのような正常なクレジットではなし空クレジットが行われ，売買契約
が成立していなかった，つまり主たる債務は売買契約を前提としないクレ
ジットを利用した不正常な形での金融の使宜を得るものであったのであり，
このような主たる債務の態様の錯誤が要素の錯誤とされたのである。以上の
ように本件保証契約には，主たる債務が立替払契約上の債務であることか
ら，その態様が売買代金の立替金の支払債務であることをナ通じて，売買契約
の成否がその内容に取り込まれているのである41)。
ところで，このように売買契約という別の契約が容をしないことで主たる
債務である立替金の支払債務が態様を異にする点には，この売買契約の成否
がこの立替金支払債務，そして立替払契約の意味を変えるという両契約の密
接な関連性全見出すことができょう。すなわち，この立替払契約は売買契約
とともに商品の個別信用購入あっせんという単一の故引を構成し，売買契約
の不成立が正常なクレジットという本件において目的となるべき取引の達成
を不可能にし，本件では本来売買代金の立替払いを内容とする立替払契約の
変質という影響をもたらしている。このように立替払契約は売買契約ととも
に個別信用購入あっせんといういわゆる複合契約を構成する42)。そしてこ
の取引は販売信用を代表する取引として広〈普及し，立替払契約は売買契約
を前提としともにこの取引を構成する契約類型として定着しているため，こ
のような立替払契約が結ぼれれば，相手方との閤でこの取引の達成との目的
は当然に共有され，特段の合意を要することなく定型的に売買契約の存在は
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立替払契約の内容に取り込まれ，その前提となるのではないか。したがって
本件では立替金支払債務であるという主たる債務の態様が定型的に保証契約
の内容となり， このことを通じて当然に立替払契約の内容となっている売買
契約の存在が保証契約に取り込まれているのである。以上のように本件では
二重の意味での契約内容化が定型的に行われているといいうる。
(4) なお本判決は以上の保証契約において主たる債務の態様が契約内容
となる旨の判示に加えて，主たる債務の態様の椙違により保証のリスクが異
なること，および一通の契約書に立替払契約と保証契約が併せて記載されて
いる本件では，保証人が立替払契約が正規のそれであることを当然の前提と
し， これを保証契約の内容として意思表示したことは明確で、あることそ指摘
しているが， これらとの関係が問題とされている43)。
このうちまず前者の判示について，すでに判旨において主債務の態様の錯
誤が保証契約の要素の錯誤にあたることが明らかにされているのであるか
ら， ここで保証人の負うべきリスクの相違すなわち債務者の資力信用力の錯
誤を持ち出す必要はないとの指摘があるが44)，この部分が主債務の態様の
錯誤が契約内容になるだけでなく要素性をも有することの補足的根拠づけに
なっているとの理解や45)，本判決がこうした債務者の資力状態の錯誤営実
質的な根拠にしているとの理解も容在する46)。また当該錯誤が契約内容に
取り込まれるかという問題と要素の錯誤か否かの問題は別のレベノレの問題で
あるとした上で，判示が錯誤の重要性すなわち要素性を認定する部分にあた
るとの理解もなされている47)。
次に後者の判示については，判決は，保証契約において主たる債務の態様
は表示を要することなく当然にその内容になるとしておきながら，ここでは
動機が表示されていることを考麗しているかに見える。しかしこの点につい
ては，本件において主たる債務の態様が保証契約の内容となることの付加的
な理由づけである48)，さらにこれが保証契約の内容となるとの判断に歪る
証拠についての記述であるとの理解がなされている49)。
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5検討
(1 ) 以上本章では，空ク νジットにおける保証契約の錯誤無効如何の問
題について，これを否定する裁判例，肯定する裁判例，学説における否定
説，肯定説の対立をふまえたうえで， この対立に終止符を打った最判王子成
14年を中心に検詰をおこなってきた。考察の重点は肯定裁判例および肯定
説の流れをくむこの最高裁判決の判旨の検討に置かれていたわけであるが，
ここから本議の錯誤論合通した擾合契約論の考察に有意な点伝析出しよう。
(2) 最高裁判決は保証契約において主たる債務の態様の錯誤が動機の錯
誤でありながら定型的に契約の内容になるためその表示の有無を関わずに同
契約の錯誤無効を認めたものと理解されえたところ，この判旨は学説の錯誤
論の中にどのように位置づけられるであろうか50)。
学説では，民法 95条の錯誤が表示に対応する意思(効果意思)を欠くこと
であり(表示錯誤)，意思の形成過程に錯誤があるにすぎない場合(動機錯誤)
はこの錯誤にあたらず，ただ動機が表示されて意思表示の内容になった場合
には同条が適用されるとのニ元論が当初通説であった。その後この二元論に
よる表示錯誤と動機錯誤の区別自体を否定し，表意者の錯誤または錯誤事項
の重要性についての栢手方による認識可能性ぞ要件に加える一元論が多数説
となった。
ところで以上の見解は錯誤を顧慮する基準を相手方の信頼に求めるものと
いいうる。認識可能性のある相手方には正当な信頼があるとはいえないし，
また動機が表示されていれば相手方の信頼を害する寝度も低いであろう。こ
れに対し近時においては，次のように錯誤を顧慮する基準守合意に求める見
解が有力になっている。このうちまず新二元論は表示錯誤と動機錯誤を区別
し，動機錯誤な 95条の外で扱うべきとした上で，動機が明示または黙示に
合意に取り込まれているならば，条件や前提，保証として処理されるとす
る51)。次に新一元論は， 95条が法律行為の要素にあたるかを基準にしてい
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ることに注目し，法律行為の要素にあたるためには当該事項が法律行為の内
容に取り込まれていることが重要で、あるとする52)。この見解は判例の理解
として，法律行為の内容として取り込まれているかが決定的で、あって，動機
の表示はその論理的な前提にすぎないとしているお)。また法律行為の要素
とは伺かを問題とするアプローチに立っているため， これまでの意思表示の
錯誤とは伺かを問題とするアプローチが錯誤ぞ表意者の意思表示の問題であ
るとし全ての法律行為について共通に錯誤の要件を判断するという方向につ
ながったのに対し，これによれば法律行為の類型に応じて要素が判断される
ことになる 54)。
(3) そして本判決の判旨は，表示ではなく契約内容化を基準にしてい
る， またこの契約内容化について契約類型を重視していると見られる点で
は， これら錯誤に関する見解の新一元論に親和性を有していると見ることも
できるお)。そこでこの見解についてもう少し詳しく検討してみるに，いか
なる動機が契約の内容に取り込まれ要素となるかについて，同説の代表的な
論者である森田宏樹教授は，コーズ論~基礎として次のように定式化してい
る56)。すなわち，コーズとは契約の領域に取り込まれた決定的な動機であ
り， こうした動機が契約の要素となり，その不存在が錯誤無効をもたらす。
コーズは契約の拘束力を基礎づける事項であり，錯誤無効が誤った認識を有
していたことを理由に契約の拘束力を否定するものであることから，錯誤と
して顧慮、されるのはこうした事項すなわちコーズに関する錯誤でなければな
らない。そしてコーズが契約類型ごとに措定されるように，動機の契約内容
化，法律行為の要素の認定も契約の類型に応じて異なりうる。有償契約につ
いては，各当事者は反対給付という主観的に評価された等価物喜子得るために
合意に義務づけられるのであるから，このような給付の均衡の考慮こそが主
要な動機に他ならず，ゆえにこうした契約上の給付の主観的な均衡の内容に
取り込まれた要素がコーズであり，かかる要素の不存在により錯誤無効がも
たらされる。これに対し，経済的な給付の均衡を得ようとする意図のない無
償契約については，合意を決定した動機が最小限の客観的な事実に支えられ
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たものであれば，こうした要素の不存在は錯誤無効をもたらすとしている。
そしてこの新一元論には次の三つの特質が指摘されている。既述のよう
に，この見解は法律行為の要素とは師かというアプローチをとり，また法律
行為の類型ごとに要素が決まってくるとしている。後者について，鹿野教授
は，動機の契約内容化はその旨の当事者の特別な合意があった場合だけでな
く，当該契約類型の特質から契約内容化が認められる場合もあり，特に契約
類型を決定するような事項は当然に契約内容になるとしている5i)58)。これ
らに加えてこの見解は，合意の拘束力はこれを正当化する理由がある場合に
眠り認められるとの前提に立っている点から，このような客観的な裏付けが
ない限り合意の拘束力合否定するため，契約自由よりも契約正義を重視する
考え方に連なると評されている59)。この点，有償契約では，当事者は自己
の給付に見合う反対給付が得られるからこそ債務を負担し，これが得られ
ず，給付の主観的な均衡(等価性)が破壊された場合に，要素の錯誤が認め
られるとされているように60)，有償契約においては，この給付の主観的な
均衡こそが要素の錯誤の判断基準となり，錯誤にこうした均衡を確保する機
能を認めているのである61)。
(4) ところでこの見解は，次のように要素を主観的に解することができ
るならば，複合契約論を包摂する可能性も有している。森田教授の見解は法
律行為の要素の錯誤を合意のコーズに関する錯誤であるとするものであった
が，この錯誤論の基礎となるコーズ概念自体について，プランスにおいて
は，コーズをその存在が問題となる場面では債務のコーズとして客観的に理
解し，契約類型ごとに向ーであり，双務契約においては反対給付とし，合意
の成立要件とする現在の通説である二元説の他にも，かつてネオ・コーザ、リ
ストの中でもカピタンらにより，動機も契約の領域に取り込まれればコーズ
となるとしてこれを主観的に理解する考え方も存在していた。そして森田教
授もコーズ概念についてこのような主観的なとらえ方を志向していると見う
る。そうであれば，仮に複合契約においてこの取引伝達成するとの目的を構
成契約のコーズそして要素と解することができるならば，締結時lこ間取引が
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達成しえない場合，これら契約を要素の錯誤により無効であるとすることも
不可能ではない。しかしながら，このようなコーズそして要素の主観化は新
一元論が持っていた大きなメリットの一つである契約類型ごとにコーズすな
わち要素が定まるという定型性を失わせることになってしまうとの批判もあ
ることにも十分留意しなければならない62)。
(5) その上で，肯定裁判例特に最判平成 14年にはこのような要素の主観
化を見出すことができる。本事例は個別信用購入あっせんに保証契約が結合
したものであり，全体を異論なく単一の取引(複合契約)と見うるものでは
ない63)。それでも次のような理解もなしうるであろう。
一方で，間最判が主たる債務の態様が保証契約の重要な内容になるとし
て，表示の有無を問題とせずに要素の錯誤を認めていることについて，主た
る債務の態様は保証契約の契約類型としての性質上当然にその契約内容にな
ることを示したものとの理解がなされる。そしてここから本判決は保証契約
の性質上当然に認められるべき主たる債務の態様の契約内容化を認めたもの
であって，何らかの要素の主観化をおこなうものではないようにも見える。
とはいえ，ここでの主たる債務の態様の錯誤とは単に主たる債務を生じさせ
る契約の彊類や当事者，給付そのものの錯誤ではなし主たる債務を生じさ
せる契約の背景，すなわちこれが構成する取引についての錯誤ともいうべき
ものである。つまり本件では主たる債務を生じさせる立替払契約が保証契約
の内容となることを通じて，同契約が代金を立替払いすることを内容とする
ものであるため，代金を立て替える売買契約等が存在していること64)，そ
してこれが構成する個別信用購入あっせんという取引が間接的にこの保証契
約の内容になっている。ここでは保証人と債権者はいうまでもなくこの取引
自体を呂的としているわけではないものの， この取引(から生じる債務)の
保証をすることを意図しているのである。このように両当事者は立替金支払
{寅務の保証を合意することを通じて，現実に売買契約が成立している正規の
間取引の存在を前提としており，これが要素になっているといえよう。ゆえ
に本件では，主たる債務である立替金支払債務の態様として，同契約が前提
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とする売買契約の存否，そして両契約が構成する取引である儲別信用購入
あっせんが保証契約の内容となり，要素となっているように，要素の個別
化，具体化をここに見出すことができるのである。そうであればこのような
姻別的呉体的要素は保証契約の定型的内容，要素からかけ離れたものとも見
うるの)。
しかしそれでも本判決はこのような契約内容化に特段の合意合求めている
わけではない。ところで立替払契約と売買契約はともに個別信用購入あっせ
んという複合契約を構成している。そしてこの取引は広〈普及し，定着して
いるため，立替払契約が結ぼれれば特段の合意を要することなしこの取引
の達成という目的，そして売買契約の存否はこの契約の内容に取り込まれる
ことになる66)。本件では定型的に立替払契約の内容となる売買契約の存否
が，主たる債務の態様として保証契約の内容となっている。したがってここ
では，主たる債務の態様として売買契約の存否そして同取引が保証契約の内
容になっている点で要素の個別化具体化が生じているといえるが，この取引
の普及定着により，特段の合意合要することなしこの取引が定型的に立替
払契約の内察となり，さらに保証契約の内容になっているのである。
以上のように，本件では擾合契約たる掴別信用購入あっせんに結合した保
証契約の錯誤無効が問題になっており， この複合契約における売買契約の不
容在によりもともと目的たる同取引の達成が不能で、あることによる立替払契
約の錯誤無効自体が問題になっているのではないが，それでもこの目的が主
たる債務の態様としてさらに保証契約に取り込まれ，同契約の要素になって
いるように，この目的が立替払契約の内容となることで，保証契約の要素が
間接的に主観化され，保証契約の錯誤無効がもたらされており，保証契約を
介した形であれこうした呂的の契約内容化による要素の主観化をここに見出
すことができた。そしてこの取引の普及定着により悶目的は定型的に立替払
契約の内容となるため，こうした主観化にもかかわらず，要素判断の定型性
は一定程度確保されたのである。したがって，ある契約がこれが講成する取
引を契約内容として取り込むためには，当該契約が同取引を定型的に構成す
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るものではない以上， これら契約からなるこの取引を行なうとの個別の明示
または黙示の合意が原則として相手方との関で必要となるはずであるが， こ
の複合契約たる当該取引が広〈普及定着している場合には，特段の合意を要
することなしこの取引は定裂的にこの契約の内容となることがありうるこ
とが導き出されるであろう。
(6) なお，新一元論は有償契約において給付の主観的均衡を要素の錯誤
の判断基準とし，錯誤にこうした均衡を確保する機能を認、めていたわけであ
るが，では本事案の肯定裁判例，特に最判平成 14年は保証契約の錯誤無効
を認めるにあたり，これに類する考慮をしているであろうか。
この点で注目されるのは，いくつかの肯定裁判例と同じく最判平成 14年
にあった，正規のクレジットと空クレジットとでは主債務者の信用に差が
あって，保証人の負うべきリスクが異なり，重要な相違があるとの判示であ
る。ここでは実際には買主が事業資金に利用するため売買契約が成立してい
ない空クレジットが行われ，保証人がもともと想定していた売買契約の成立
を前提にこの代金の立替払金を分割払いする正規のクレジットが行われな
かったため，保証人は意図していなかった取引から生ずる債務を保証するこ
とになり，事業資金とするための不正常な形でのクレジットを利用する債務
者と正規のクレジットにおける立替払契約の債務者とでは当然その資力に差
があることから，これにより保証人はもともと想定していたよりもはるかに
大きなリスクな負うことになってしまうことが考慮されている67)。この半日
示については，本件の主たる債務の態様の錯誤が要素の錯誤にあたることの
補足的ないし実質的な根拠になっている，または契約内容となっているこの
債務の態様が重要な事情すなわち要素になっていることを認定している， と
の位置づけがなされていた。それゆえ本判決においては，保証人が想定して
いたよりもはるかに重い負担を負わされることが，要素判断としてまたは実
費的根拠として，保証契約の錯誤無効の判断を支えていたといいうる。そし
てここでは有償双務契約における給付の主観的均衡という意味ではなくと
も，保証契約において保証人が想定していたよりも重い負担を負うという広
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い意味で均衡を欠いていることが錯誤判断にあたって考慮されていたともい
いえよう。
一 複合契約において契約の錯誤無効如何が
問題になった裁判例の検討
融資一体型変額保険における融資契約の
錯誤無効如何について
(1) 以上の二においては，近時錯誤論において最も議論を生じさせた題
材の一つである空クレジットにおける保証契約の錯誤無効如何の問題につい
て，最判平成 14年を中心に検討し，本稿のテーマである錯誤論を通した複
合契約論の考察にとって有意な点を析出した。そこで以下においてはこれら
をふまえて，実際に複合契約において契約の錯誤無効如何が問題になったと
見うる裁判例を検討し，複合契約中の他の契約の無効等により締結時にすで
にその目的たる取引を達することができなかった契約の消滅如何の問題を錯
誤論によって担いうることおよび上記の検討から析出されたポイントがこれ
ら裁判例においても見出されることを検証し，またこれらにおいて考慮され
ている若子のファクターな抽出することを試みる。
このうち複合契約において当初よりその呂的とする取引伝達しえないため
これを構成する諸契約の錯誤無効如何が問題になったと見うる一群の裁判例
が，融資一体型変額保険に関するものである。変額保検とは，保険会社が保
険契約者から払い込まれる保険料の一部営有価証券で運用し，その運用成果
を保険金額や解約により支払われる解約返戻金の金額に反映させ，変動させ
る生命保険であり，契約者は高い収益を期待できる一方で投資リスクも負う
ことになる。この変額保険は，バブノレ経済のまっただ中の昭和 63年頭から
主に都市部の不動産所有者に対して，相続税対策になるとして，銀行の融資
契約と併せて販売された。この融資一体型の変額保険は次のような仕組みを
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有する68)。
将来の棺続に備えて，被相続人となる者が保険会社との聞でこの保険契約
を締結し，被保険者となる。相続人が被保険者になるタイプのものもある。
これと並んでこの保検契約者は銀行と金銭消費貸借契約や抵当権設定契約な
ど(以ド融資契約とする)を締結して，保険料を一括して支払う。またこの者
の自己資金食拐をなくすため利患についても融資がなされる。この銀行に対
する債務が相続財産の資産評価額から控除されることで相続税が減額される
ことになるのである。そして株価の高騰を背景に銀行からの借入利率雪上回
る運用益が得られることを前提に，運用により増加した保険金によって，ま
たは解約返民金によって，借入元利金佐弁済し，残額で相続税を支払うこと
が予定されている。したがって高い運用益(年 90;()以上とされる)が得られる
ならば，相続税額が引き下げられ，自己負担金なしで椙続税の支払いまでな
すことができる。しかしパプ、/レ経済の崩壊によって運用益が借入利息を大き
く下回り，保険金や解約返戻金では元利金を弁済することができず，銀行に
対する多額の債務が残されることになった刷。このようにこの融資一体型
変額保険は運用益が借入利息、な上回り続けなければ相続税対策として機能し
ないわけであるが， とりわけ相続人が被保険者となるタイプでは原資として
想定されている解約返戻金が保険料に比べて低額で，最低保証額も設定され
ていないため，利息をはるかに上回る運用益が得られなければならず，そも
そも相続税対策として機能しえたのか疑わしいものである。
この融資一体型変額保j換を巡っては全国で多くの訴訟が提起され，ここで
は例えば保験会社の勧誘員がこの取引の持つリスクを説明せず，また場合に
よってはすでに勧誘の時点で運用益が利患を下回っていたにもかかわらず，
年 9%以上の運用利回りは確実であるなどとして，顧客に安全な相続税対策
商品であると誤信させて契約を締結させたゆえに，この保険会社さらには銀
行の担当者が勧誘に加担していた場合には銀行に対しでも，顧客は説明義務
違反による損害賠償責任を追及することができるか，またはこの誤信を理由
に保検契約だけでなく銀行との融資契約も錯誤により無効とすることができ
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るかが開題になった70)。そこで以下においてはこのうち錯誤無効如何，特
にこうした保険契約に対する誤信を理由に融資契約も錯誤無効となりうるか
について，裁判例を検討する。
(2) 変額保険については，錯誤無効如何が問題になったものだけでも現
在までに少なからむ裁判例が現れている。しかしその初期においては錯誤無
効のみならず保険会社や銀行の損害賠償責任も否定する判決が大半であった
といえる。この時期においては多くの裁判例においてそもそも変額保険契約
の錯誤無効が否定されている。このうち顧客が法人であり，また投機目的を
有していた場合はもちろん71)，個人が相続税対策として変額保検契約を締
結した場合でも，例えば変額保険の仕組みゃ危践について説明を受けて理解
していれば，勧誘時の運用実績について説明を受けていなくても72)，ある
いは今後の運用実績について年 9%以上になるであろうとの説明を受けてい
たとしても 73)，意思表示に要素の錯誤はないとされる。またたとえ勧誘員
が危険はない，絶対損はないなどとリスクを否定した場合や74)，勧誘当時
の運用実績について実際よりも高い誤った実績を伝えていた場合でも 75)， 
顧客の株取引などについての経済的な知識や経験に鑑みて，要素の錯誤が否
定されている 76)。
これに対して，初めて保険契約者の請求を全面的に認めたのが東京地判平
成 6年 5月30日判タ 854号 68頁である77)。本判決は，保険会社の従業員
が相続税対策として保険への加入を勧誘し続け，その捺本件保険の有利性を
強調してそのリスクについては全く説明せず，また最低で、も年 9%以上の運
用利屈りが絶対確保できるなどと虚偽の事実を述べていたことなどを考慮
し，顧客が危険性のない保検であると誤信して相続人そ被保険者とする保険
契約を締結したとして，要素の錯誤を認めて保険契約を無効とした。また本
判決はこれと併せて保検会社の説明義務違反に基づく損害賠償責任も認めて
いる。なお本判決におけるように，上記のような説明の態様は，法律構成の
如何にかかわらず，結論に大きな影響合与え78)，その意味で訴訟の実質的
争点、は同じであるともいわれる79)。
116 
複合契約と錯誤
本判決に続いて保険契約の錯誤無効を認めた判決として，東京地判平成8
年3月25日判タ 920号 208頁や横浜地判平成 8年9月4日判タ 922号 160
頁が挙げられる。これらもリスクについての説明がなされず，運用益につい
て不実告知が行われていたことを受けて，顧客の理解能力をもふまえなが
ら，運用益が利息を上回り続け，借入金の返済ができると誤信したことを要
素の錯誤としている。ところで両判決は顧客と銀行との間の融資契約につい
ては，その錯誤無効の主張を退けている。このうち前者は，銀行の従業員が
変額保険の勧誘に加わっていなかったこともふまえて，融資契約の内容の説
明を受けた上で契約を締結しているのであるから要素に錯誤はないとする。
対して後者は，銀行の従業員らが積極的に変額保論への加入を勧誘していた
ことから顧客の錯誤をこれらの者が認識していたことを認めながら，銀行
を代理する地位になかったことを理由に銀行による錯誤にあたるものではな
いとしている。顧客らの誤信を融資契約の動機の錯誤ととらえ，判例理論に
のっとり相手方に対する表示を求めつつ，民法 101条 l項の反対解釈から代
理権のない従業員lこ認識されでも本人たる銀行には認識されていないとした
ものと理解される80)。また東京地判平成 8年 7月 10日判持 1576号 95頁
比銀行が変額保険の勧誘に全く関与していない事案において，融資契約が
保険契約と密接な関係にあるものの両契約は別個であるとし，変額保険につ
いての顧客の誤信が融資契約の相手方に表示されていなかったからその錯誤
を主張することはできないとする。
(3) これらに対して，保険契約のみならず融資契約の錯誤無効を認めた
初めての裁判例が，東京地判平成 8年7月30日半日時 1576号 103頁である。
本件では，銀行の従業員(文民長)が変額保険への加入を積極的に働きか
け，この勧誘の結果，顧客が運用益が最低年 9%保証されており，借入元利
金を返還できなくなることはありえないと誤信するに歪っている。したがっ
てこの従業員はこのような顧客の動機を十分認識しており，この代理権を有
する従業員への動機の表示は本人への表示にあたり，こうした誤信がなけれ
ば顧客は融資契約を締結していなかったことは明らかであるから，要素の錯
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誤ありとするのである。本判決は判例の定式に従い，銀行自体が勧誘を行っ
ている本件ではこうした顧客の動機が銀行に表示されているとして，融資契
約の錯誤無効を認めている81)。あわせて本件では変額保険が椙続人が被保
険者となるタイプであって，支払いの原資となる解約返戻金は最低保証額も
なく，運用実績に大きく左右されるものであるにもかかわらず，顧客は元利
金を返還できなくなることはありえないと誤信していたという誤信の大きさ
があるいは要素性判断において考慮されていたとも見うる。また東京地判平
成ヲ年 6月9日金判 1038号 38頁は，変額保険の運用実績は借入金の返済に
直結していることから，また銀行の担当者が運用実績等についての顧客の錯
誤を認識していたこともふまえて，これが融資契約の要素の錯誤にあたると
して，本判決同様両契約の錯誤による無効を認めている。さらに東京地判平
成 11年 3月30白判時 1700号 50頁は，結局は顧客の重過失を認めて無効主
張ぞ排斥しているものの，変額保険にはリスクがなく極めて有効な相続税対
策となるとの誤信は動機の錯誤にあたり，この誤信は銀行に表示されていた
ということができるとして，融資契約についても意思表示に錯誤があったこ
と自体は認めている。
(4) その後錯誤無効を認める裁判例は途切れるが， しばらくして保険契
約と融資契約についてこれを認める裁判例が連続して現れる。これらも以下
に見るように，従前同様変額保険についての誤信を融資契約の動機の錯誤と
見て，表示を要件に錯誤無効を承認しているわけであるが， これまではもっ
ぱら顧客の変額保険の持つリスクについての誤信をとらえて錯誤を問題とし
てきたのに対し，これら裁判例においては変額保険，中でも相続人を被保験
者とするタイプが，その不確実性ゆえに，そもそも相続税対ー策という目的に
照らして適格性を欠いていることを認めた上で，この有用性自体についての
錯誤を問題としている点で無視しえない違いがある。このようないわゆる欠
臨商品論のはしりとなったのが，東京高判平成 14年4月23日金判 1142
7買である。本判決は，保険契約および融資契約の錯誤無効の主張自体は退
けているが，保険会社や銀行の損害賠償責任を認める上で，融資一体型の変
118 
複合契約と錯誤
額保険による相続税対策は不確定要素が複雑に絡み合い将来予測が極めて困
難なものであり，確実に相続税の負担を軽減しようとする趣旨で行われる棺
続税対策とは相容れない不確実性という側面を有しており，そのため変額保
険は栢続税対策高品としての適格性を欠くことになる場合もあるとしてい
る82)。
そしてこうした有用性についての錯誤を理由に契約の無効を認めた判決と
して，まず大阪高判平成 15年 3月26B金判 1183~ラ 42 頁が挙げられる。本
判決は，変額保検が椙続税対策とは相容れない不確実性の側面を多々有して
いるとした上で，相続税対策として有用であるとの動機が保険契約や融資契
約が相続税対策のスキームであるとの共通の認識があったから表示されてい
ることは明らかであるとし，また融資契約は相続税対策のスキームとしての
変額保換の保験料支払いのためのものであるから， この有用性は融資契約の
要素でもあるとして，保険契約および融資契約の錯誤無効を認めるのであ
る。なお本件では銀行の従業員が変額保険の勧誘を積極的に行っていたとい
う事情も窺える。本判決の特質としては，変額保険ー綾の相続税対策として
の有用性を疑問視していることとあわせて，各契約が相続税対策のためのス
キームとしての変額保検という取引の構成要素として締結されているという
本件変額保険の構造ぞふまえて，錯誤判断を行っていることが挙げられよ
つ。
次に東京高判平成 16年2月25日金判 1197号45頁は，保険契約と融資契
約の錯誤無効を否定した原審の東京地判平成 14年2月27日金判 1197号 55
頁を取り消して，そもそも相続税対策として有効性を欠いていた本件の相続
人を被保験者とするタイプの変額保険契約の効果を誤信して各契約の締結に
至ったのであるから，顧客の各契約締結の意思表示には重大な錯誤があり，
この錯誤は保険会社や銀行の説明により生じたものである以上， これらの者
に意思表示されたことは明らかであるとして，両契約の締結の意思表示は要
素の錯誤により無効であるとしたお)。本判決は，相続税対策としての有効
性は保険契約のみならず融資契約にとっても重要な動機であり， この動機に
119 
重大な錯誤があったとして，両契約の別錨独立性の主張を退け，時契約の錯
誤無効を一体的に判断したものである84)。
同様に両契約の錯誤無効を認めるにあたりとりわけ詳細な判示念行ってい
るのが，横浜地判平成 16年6月25日金判 1197号 14貰であるお)。本判決
は，変額保験がハイリスクを大いに主主むものであったこと，本件のような特
に相続人を被保険者とするタイプは運用実績が銀行借入金利をはるかに凌ぐ
勢いで推移しないと変額保険が効果を発揮することはほとんど期待できない
こと，とりわけ本件では銀行取引約定中に被相続人死亡による残元利金の弁
済期到来条項があるため顧客は運用実績が振るわなければこれが好転するま
で保険契約の解約営見合わせることすらできないことを指摘して，本件変額
保険が相続税対策商品としての性状に欠陥があったとする。そして保険契約
についてはこの性状の錯誤が要素の錯誤にあたることは明らかであるとする
一方で，融資契約については，両契約の別個独立性からこの適格牲の錯誤は
融資契約の動機の錯誤であるとした上で，銀行はこの保険の仕組みとここで
の融資の意味を知悉していることから，これは表示されており，かつ顧客が
本件変額保険が相続税対策として適格性伝欠いていることを理解していたの
であればこの契約を締結することはなかったとして，同契約の錯誤による無
効を認めている。本判決は，弁済期到来条項の君子在から相続税対策商品とし
て性状に欠陥があったとし，また保険契約については性状の錯誤とする一方
で融資契約については動機の錯誤としている制。このうち前者については，
本件のこの顧客にとって一方的に不利な条項の存在は有効性をさらに損なう
ものであることから，本件において錯誤の要素判断を基礎づける一事情と見
ることができょう。後者については，動機の表示をど認めるにあたり，銀行が
変額保険の仕組みを知悉していること，現に保険会社から変額保換の説明を
受けて勉強し，勧誘について詳細に研究していたことが認定され，加えて動
機表示の文脈ではないが，変額保検は一般に大手保険会社と大手銀行関で日
常的に行われていた取引形態であったことも触れられていることから，契約
締結時において本件取引がある程度定着していたことが考慮されていること
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が窺われよう。
最後に東京高判平成 17年 3月31日金判 1218号 35頁は，顧客が変額保険
が相続税対策として効果的かつ安全と誤信して保験契約および融資契約を締
結したとし，この誤信は銀行の従業員の勧誘の際の説明によって生じたもの
であるから，相続税対策として各契約営締結するとの動機は銀行に表示され
ていたとする。そして保険契約と融資契約は当事者も異なる別個の契約であ
り，保険契約の内容についての誤信から産ちに融資契約に誤信があったとい
うことはできないが，両契約は一体となって初めて契約の目的である相続税
対策としての意義を有するのであり，顧客の錯誤は保険契約と融資契約を組
み合わせた方法による相続税対策の有効性についての錯誤であって， この融
資契約の極めて重大な動機の錯誤により契約は無効であるとしている。本判
決は，変額保険の中でも相続人を被保険者とするタイプが相続税対策として
有効性を欠くと評価していること， とりわけ再契約一体となって相続税対策
としての変額保険という取引を構成していることを認め，その棺続税対策と
しての有効性は融資契約にとっても重大な動機であるとして，両契約の錯誤
無効を一体的に判断していることが法目される。なお本判決は動機表示構成
により，銀行の従業員の変額保険の勧誘およびその説明をもってこの表示あ
りとの判断をしている。
(5) 以上の変額保険の錯誤無効如何に関する裁判例は，それぞれは事案
の特性や裁判官の変額保険に対する評価などに左右されながらも87)，おお
よそ次のように推移した。すなわち，当初は変額保険契約の錯誤無効すら杏
定する裁判例が大多数であったが，次第に顧客の同保険のもつ危険性に対す
る誤信を理由に保険契約を無効とする裁判例が出されるようになり，あわせ
てこれを動機の錯誤として融資契約も無効とする裁判例も現れる。その後変
額保険は相続税対策として有効性を欠くとし，その誤信をもって保険契約と
融資契約を一体として錯誤無効を認める裁判例が続いた。
こうした裁判例の特に融資契約の錯誤無効如何について，まずその形式面
に注目するならば，これを肯定するいずれの裁判例ふ当初は変額保険に危
121 
険性がないこと，その後は相続税対策として有効であることを顧客の動機と
して，融資契約の相手方である銀行に対する表示の有無をもって錯誤無効な
決する伝統的な動機表示構成によってきた。そしてその表示は主に銀行の従
業員が変額保険の勧誘，説明を積極的におこなっていた場合に，表示があっ
たあるいは認識していたとしてこれが認められている。
次にこうした動機表示構成のもとで、行われていた判断の内実とは何であっ
たのか。もともと顧客は相続税対策として効果的かつ安全である，すなわち
有効であると思った変額保険取引を行うために，各契約を締結していた。こ
こで各契約はこの複合契約たる変額保険取引の構成要素であり，融資契約も
銀行からの借入金で保険料を支払うことで相続税額が初めて圧縮されるゆえ
に， この取引に欠くことはできない。しかしこの変額保険は実際には安全確
実とはほど速しさらに相続人被保険者のタイプに至つてはそもそも相続税
対策として適格性を欠くものであった。ゆえに顧客が白的としていた相続税
対策として有効な変額保険取引はそもそも不可能であったといいうる。そこ
でこうした擾合契約において契約締結時点ですでにその目的たる取引を達す
ることができず，少なくとも顧客にとって存在意義のない契約の消滅を錯誤
無効により認めうるかが問われることになる制約)。そしてこの目的は変額
保険契約のみならず融資契約の目的でもあり，これを動機の錯誤として向契
約を無効としうるかが問題になったのである。
ではこの錯誤判断においてどのような事情が考慮されていたのであろう
か。まずほとんどの肯定裁判例において問題になっていた変額保輸は相続人
被保険者のタイプである。この保険はそのハイリスクゆえに椙続税対策とし
て適格性を欠くとされるに至るわけであるが，この顧客にとっての本件取引
の広い意味で、の均衡に関わる事情はこのことが認識されれば本件取引が回避
される一つの事情として要素性判断において考慮、されたと見うる。また顧客
にとってのリスクをさらに高める融資契約における被相続人の死亡による弁
済期到来条項の存在も向じく要素性判断を基礎付ける一事情となりうる。
続いてほとんどの場合銀行の従業員が変額保険の勧誘を積語的に待ってい
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たことで表示ありとされていたわけであるが，裁判例の中には銀行が変額保
険の仕組等について勉強し，勧誘の研究を行っていたことをふまえ，銀行が
その仕組みを知悉していたことを指摘して，動機の表示を認めるものもあ
り，ここでは当時この変額保険という取引形態が日常的に行われていたこと
も顧慮されていたと見ることもできた。ここからは目的とする取引の定着の
度合いはこの動機の表示如何の判断にあたって顧慮、されうることが窺える。
またそもそもここでは動機表示構成に拘泥する意義も乏しいであろう。この
顧客の動機は表示の相手方である銀行によって形成されるか，少なくともこ
の動機を有することはこの相手方が当然認識しているはずだからである90)。
ここでは動機の契約内容化の方がメルクマールとして適しており，肯定裁判
例のいず、れにおいてもこれを認めえたのではないだろうか。
2 その他の裁判例について
(1) 以上の変額保険に関する裁判例の他に，同じく複合契約において契
約の錯誤無効如何が問題になったと見うる裁判例を検討する。
まずその否定例を検討しよう。そもそも複数の契約が同じ機会に締結され
た場合でも，同一当事者間であれ，三当事者以上の者の間であれ，これらが
別個独立の契約である以上は，締結した目的を当初より達しえなかったこと
が要素の錯誤を来すかは，各契約において判断しなければならないはずであ
る。
こうした錯誤を否定した裁判例として最初に挙げられるのが，東京地半日平
成 9年 7月 28日判持 1646号 76頁である。本判決は，買取保証付でホテノレ
の客室等の共有持分を購入するとともに販売会社の系列会社に本件商品を賃
貸し，その購入資金について金融機関等から融資を受けるという取引におい
て，販売会社の倒産により賃料の支払いが停止されたため，顧客が契約締結
時において将来の買取保証や賃料の支払いが不可能であったとして，各契約
の錯誤無効等密主張した事案において，当時これら債務の履行が客観的に不
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可能であったとまではいえないとして，錯誤無効の主張を退けている。本判
決は，そもそも契約締結目的が当初より達成不能で、あったとまではいえない
として錯誤無効を否定したものである。
続いて動機の錯誤とはされても要素の錯誤とはされなかった裁判例に以下
がある。このうち大阪地判平成 2年 10月29日金法 1284号 26頁は，土地の
売買契約を締結するとともにその購入資金として金融機関から貸付を受けた
が， その土地が宅地であると思っていたところ宅地にしえないことが判明
し，買主が両契約の錯誤無効を主張した事案において，同売買契約は錯誤に
より無効であることは認めたが，本件土地が宅地であることは消費貸潜契約
との関係では間接的な動機にすぎず，消費貸借契約の動機とはなりえない，
売買契約は無効であるから鴻費貸信契約の借入の必要性について錯誤があっ
たことになるがこの錯誤はそれが表示されていたとしても要素の錯誤とはな
らない，売買契約と消費貸信契約は当事者も内容も異にする別個の契約で
あるから売買契約が錯誤により無効であるとしても直ちに消費貸借契約を無
効とすることはできないとする 91)。また大阪地判平成 2年 11月 14日金法
1284号 30頁も本判決とほぼ同様の事案において同様の判示をなしている。
これらは金銭消費貸借の自的は基本的には金員の借入れにあって，借入れの
必要性は間接的な動機にすぎず，要素にならないとして，錯誤を否定する。
宅地の購入は消費貸借契約にとって間接的な動機にすぎず，また相手方に認
識されているにすぎないため，契約内容化を認めるに十分ではなく，要素と
はなりえないということであろうか。なお東京地判平成 17年 9月29日判タ
1203号 173頁も同じく措入れの必要性に関する錯誤での消費貸借契約の錯
誤無効を否定している。
次にもっぱら要素性そ欠くことを理由に錯誤を否定した判決に，最二判昭
和 45年 5月29日判時 598号 55頁がある。手形債務の債務者が債権者より
担保の提供念求められ，債務者が再三新規融資を求めたところ債権者がこれ
を拒絶しなかったため融資が受けられると信じて，手形債務について準消費
貸借契約を締結し抵当権を設定したが，新規融資が受けられなかった場合に
124 
複合契約と錯誤
おいて，別訴においては抵当権設定契約が錯誤により無効とする判決が確定
したのに対して，本件では準消費貸借契約の錯誤無効如何が問題になった。
原審の東京高判昭和 44年4月28日判時557号 241頁は，本件の錯誤は契約
に応じれば融資を得られるという明示された動機にあるところ，明示の動機
の錯誤とはいっても全ての契約につき等しく要素の錯誤となるものではな
し要素の錯誤とし、いうるにはその動機の錯誤がなかったならば通常当該契
約を締結しなかったであろうと認められることが必要であるが，本件準消費
貸借は手%債務の弁済期を延期するものであって経済的にはむしろ借主に
とって有利ともいうべきであるから，到底この関係を認めることはできず，
要素の錯誤はないとし，本判決もこの判断を肯定している。本件ではこれら
契約が二当事者間で締結されていたため，債務者が契約合締結した意図，動
機が相手方である債権者においても了解されていたことが問題なく認められ
たのであろう。その上で判決は要素性判断で錯誤の主張を退けたわけである
が， ここでは本件準消費貸借契約がむしろ債務者にとって経済的に有利で、あ
ることから，本件錯誤が重要性を欠しすなわち要素にあたらないとの判断
がなされている点が注目される。
(2) 以上に対して錯誤無効を認めた裁判例を以下に検諒する。まず昭和
59年の割紙販売法の改正による抗弁の接続の規定(法 30条のふ現35条の 3の
19)が設けられる以前に，商品の売賞契約と立替払契約が結合した個別信用
購入あっせんにおいて売買契約のみならず立替払契約の錯誤無効を認めた裁
判例がある。このうち高松高判昭和 57年9月 13日判時 1059号 81頁は，購
入した商品に重大な欠陥があったため顧客が両契約の錯誤無効を主張した事
案において，両契約を締結するにあたり，当事者双方とも売買契約の呂的物
である機械に欠陥がないことが重要で、あることを表示してその意思表示を
し， この欠陥ため取引の目的を達成することが事実上不可能であるので，再
契約は要素の錯誤により無効であるとしている目。本判決は高品に欠陥が
ないとの誤信から，立替払契約をも錯誤無効としたものである。同様に売買
契約の動機の錯誤営もって立替払契約の錯誤無効を認めた判決に名古屋地判
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昭和 58年 11月14日判時 1114号 72頁がある 93)。以上は立替払契約の錯誤
無効ぞ認め注目される判決であるが，立替払契約を無効として顧客の信販会
社に対する支払拒絶を認めた結論は妥当であるとするも，売買契約の動機の
錯誤から立替払契約の要素の錯誤まで認めることに論理の飛躍があるとの評
価が一般的である州。それゆえこれら判決の意義は，錯誤論に関する判示
それ自体にで、はなしいわゆる抗弁の接続が立法化される以前に錯誤無効と
いう法律構成を介して売買契約上の抗弁をもって立替払契約上の支払拒絶と
同旨の結論喜子導いたことに求められるべきであろう 95)。
本稿の観点から注居に値するのは以下の判決である。ところで変額保検の
ケースや以上の否定裁判例の多くでは， もっぱら結んだ契約では意罰した取
引がそもそも不可能であったため，これら契約の錯誤無効如何が開題になっ
ていたのに対し，以下の肯定裁判例においては他の契約の無効や不成立によ
り意図した取引が締結時より達成しえなかったため，契約の錯誤無効如何が
問題となっている。いずれにおいても当初より意図した取引は不可能である
が，それが一方の契約の出減によるか否かというその原因に違いがあるにす
ぎない。
これら肯定裁判例のうち，まず最高裁としてこうした契約締結呂的の実現
不能合理由に錯誤無効を認めた注目すべき判決である，最二判昭和 40年 10
月8日民集 19巻 7号 1731頁が挙げられる96)。本件は，兄の債務を弁済す
る目的で売主が不動産を債権者に売却し，代金債権をその債権と相殺する契
約を結んだが，契約時にはすでに債権者がこの債権を第三者に譲渡していた
ため，売主が売買契約の錯誤無効を主張したというものである。原審は，売
主が兄の借受金の返済のために売買に及んだものであり，本件契約は債務引
受けおよび相殺の契約を含んでいるが，それは売買と一体不可分のもので，
買主が本件貸金の貸主であることは本件契約の不可欠の要件であり，売主は
そう信じていたにもかかわらず，実際には貸主ではなかったのであるから，
要素に錯誤があり売買契約は無効で、あるとし，最高裁もこの原判決を背認し
ている。判旨を見るに，本件の取引の中でも債務引受けおよび相殺の契約は
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真実の債権者が契約当事者でなければならないものであり，同契約はこの要
件を欠くために無効であるといえ，その上で売買契約の有効無効が別途開題
となるところ，売買契約が無効となったのは兄の債務の返済というその目的
が達成しえなかったことに帰せられ，間契約はこの動機の錯誤によって無効
とされたものと理解しうる97)。それゆえ本件は， これら複合契約中の一方
の契約の無効により他方の契約が締結時よりその目的を達しえず存在意義が
なかったため(その意味で両契約は一体不可分であるl，この動機の錯誤無効如何
が問題になった一例といいうる98)。そして本件取引の当事者は二人のみで
あることもあって， この動機の表示は特に問題とならず，相手方に十分了解
されたものといえ，また相手方が貸主でなければ，すなわち兄の債務の弁済
の目的が達せられないのであれば，この売買契約を結ばなかったことはいう
までもないため，要素の錯誤が認められたのである。
同じくニ当事者間の取引において同様に契約の錯誤無効が認められたと見
うる裁判例に仙台地判平成4年 10月30B判タ 827号 183頁がある。本判決
は，買主に営業権を適法に承継させることを合意して，ラブホテノレの売買契
約が締結されたが， もともと風営法の適用上質主が適法に営業許可を得るこ
とができなかったため，売買契約の錯誤無効を主張したという事案におい
て，買主の売買契約締結の目的は現況のままで金密かけないで売主からラブ
ホテノレの営業をそのまま承継して自ら営業することにあり， この動機な
も十分了解しており，営業が許可されないことを知っていたなら，売買契約
ぞ締結することはなかったと認められるから，この動機の錯誤は要素の錯誤
にあたり，契約は無効で、あるとした。本件では，営業権承継の合意を独立の
契約と見るならば， ラブホテノレの営業権の承継を目的とした二当事者聞の複
合契約が存在することになり，風営法上営業権の承継が不可能であったため
向契約は無効であり， これによりその目的を当初より達成しえなかった売買
契約のこの動機の錯誤による無効如何が問題になったものと見ることができ
る。本件も二当事者間の取引であったこともあって， この自的の椙手方によ
る了解は容易に認められたものといえよう。
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次に三当事者間の取引においてこうした契約の錯誤無効を認めた裁判例と
して，東京高判平成 2年 3月27日判時 1345号 78頁が挙げられる99)。本件
は，不動産の売買契約において，買主が，代金 3850万円のうち手持ちの資
金が 1500万円であり，勤務先の会社から 500万円の財形融資を受け，残り
1850万円について住宅ローンを利用したいと考え，その旨売主にも伝えて
いたが，後に本件土地建物では財形融資を受けられず，また 2350万円の住
宅ローンは不可能であることが判明したため，買主が売買契約の錯誤無効を
主張したというものである。判決は，資金的余裕のほとんどない貫主にとっ
て財形融資守断られたことが重大な見込み違いであったことは明らかであ
る，売主としても売買代金支払計画を開いており，財形融資と銀行の住宅
ローンが予定通り実現しなければ質主の代金支払いが不可能もしくは著しく
困難になることは十分理解して売買契約を締結したものと理解される， この
ような契約締結の際の当事者双方の認識内容から考えると， M形融資がつく
ことは双方とも当然の前提としていたところであり，本件売買契約の要素と
なっていたとして，その錯誤無効を認めている。本件取引は複数の融資を組
み合わせた不動産の売買で‘あって，その一つの融資契約が成立しえず，予定
していた代金支払計画での本件取引が実行できなかったため，この売買契約
の錯誤無効如何が問題になった。特旨は，動機錯誤構成を明示しているわけ
ではないものの，売主がこの財形融資を含めた代金支払計画そしてこれが代
金支払いに欠かせないことを十分了解していたことを認めた上で，特に買主
に資金的余裕がなかったことをふまえて，財形融資守合めたこれら融資がな
ければそもそも買主は代金支払いが不可能で、あったことを理由にその要素性
を認めているのである。本件錯誤は買主の契約の履行可能性に関わるゆえに
その要素性が認められたものと見うる。なお重過失判断においてであるが，
売主が不動産業者であって財形融資や住宅ローンのことについて通常の売主
よりは精通していたことが触れられているが，この点は動機の契約内容化判
断にあたっても考慮されたのかもしれない。また物件が住宅ローンの融資対
象外であったというほぼ同様の事案について，東京地判平成 5年 11月25日
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判時 1500号 175貰は，悶じくこの動機の相手方への表示と要素性を認めて
売買契約を錯誤無効としている100)。本件では売主が住宅金融公庫に提出す
る図面合操作することで融資を受けることができるかのような説明を行い買
主に誤信を与え動機を形成させたという事情もあり，動機の表示，ないしは
契約内容化を認めるに閤難はなかったものといえる。
(3) 以上の裁判例においても，複合契約中の他の契約の無効等により契
約締結時にすでにその目的たる取引を達することができなかった契約の消滅
如何が，この目的を動機とし，主に動機表示構成を介して，当該契約の錯誤
無効如何として開題になっていた。これらにおいても，締結した契約ではも
ともと目的とした取引が不可能で、あった，または他の契約の不成立や無効に
より締結時より自的たる取引を達成しえなかった，いずれにしても締結時よ
り目的たる取引をナ還することができず，一方当事者にとって存在意義のない
契約の錯誤無効による消滅を認めうるかが関われていたのである。
上記裁判例は，本聞を動機の錯誤の問題として，動機表示構成のもとで判
断していたわけであるが，これらにおいてその脊否を分かつたものは何で
あったのか。しかしこれら裁判例はいずれも事例判決であり，また事案も取
引も様々であって，一貫した判断基準を導き出すことは難しい。とはいえこ
の消滅の判断にあたり各判決において考慮されたで、あろう次のような事情を
抽出することはできる。
まず動機の表示ないしは契約内容化の判断について，ニ当事者i曹の取引で
あれば一方当事者の意図する取引が相手方において了解されているのが通常
であろう。これに対して，取引が三当事者以上にまたがる場合にはその了解
の有無念めぐるこの判断が重要になってくる。そしてその際には例えば，相
手方が事業者であって当該寂引に通じていることやこうした相手方の行った
説明などによってその取引に関する誤った動機が形成されたことなどが考慮
されうるであろう。
次にその動機が要素に関するものであるかについて，例えば意留した取引
は達成しえなかったことで残された当該契約それ自体において経済的な不利
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益がもたらされるか，すなわちその動機がその契約の広い意味での均衡に関
わるものであるかなどが顧慮され，また意園した取引が実現しえなかったこ
とで契約の履行自体が不可能であった，すなわち動機がその契約の履行可能
性に関わる場合にもその重要性が認められている。
以上のように，変額保検取引をはじめ様々な取引に関する裁判例におい
て， これら複合契約における締結時からその目的たる取引を?達成しえず存在
意義を失っていた契約の消滅如何の問題は，錯誤論によって担われていたの
である。
四考察
1 検討のまとめ
(1) 本稿では，複合契約中の他の契約の無効等による契約の消滅如何の
問題について，その判断枠組みを明らかにし，本間が錯誤論によって基礎付
けうることを示すため，主としてこれに関する裁判例を検許してきた。こ jれ
までの検討を次のようにまとめることができるであろう。
まず最高裁判決を含む多くの裁判例が出され，また議論の蓄積のある空ク
レジットにおける保証契約の錯誤無効如何について， この最判平成 14年守
中心に検討をおこなった。そして錯誤無効を肯定した最高裁判決の判旨は，
契約内容化を基準とし，契約類型を重視していると見うる点では，錯誤論の
新一元論に親和性を有していると見ることもできた。その代表的な見解は，
いかなる動機が法律行為の内容として取り込まれるかについてコーズ論を基
礎としてこれを定式化している。これによれば，契約の領域に取り込まれた
決定的動機であるコーズが契約の要素となり， これは契約の類型に応じて
なり，有簡契約では契約上の給付の主観的な均衡の内容に取り込まれた要素
がコーズとなるとされる。そしてこの見解については，法律行為の要素とは
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伺かというアプローチをとる，コーズ=要素が契約類型ごとに定まるとして
要素の定型化をもたらす，また特に有償契約においては錯誤に主観的な均衡
(等価性)を確保する機能を認めているとの評価がなされていた。ところでこ
の新一元論の論者もコーズの主観的な捉え方を志向していると見うるとこ
ろ，仮に取引を達成するとの目的をこれを構成する契約のコーズそして要素
と解することができれば，本間の消滅を錯誤無効としてこの錯誤論により根
拠付けることもできた。
そして複合契約たる儲別信用購入あっせんに結びついた保証契約の錯誤無
効を認めた最判平成 14年について，主たる債務を生じさせる立替払契約の
前提である売買契約が存在し，これらが構成する取引である正常な儲別信用
購入あっせんが行われるとの自的が，立替払契約の内容となり，これが主た
る債務の態様として保証契約の内容となって要素となり，ここに保証契約を
介してであれこうした呂的の契約内容化による要素の主観fむを見出すことが
できた。またこの契約内容化に特段の合意を求めていないのは，これら契約
より成るこの取引が普及定着しているため，売買契約の存症とこれを含むこ
の取引を達成するとの目的が定型的に立替払契約の内容に取り込まれ，さら
に主たる債務の態様として保証契約の内容になっているためであった。ゆえ
に複合契約たるある取引が普及定着していれば同取引を達成するとの目的が
定型的に構成契約等の内容となるため，要素の主観化により新一元論の要素
の類型化というメリットを損ずることは一定程度押さえられることになっ
た。
ところで新一元論は給付の主観的均衡を要素の錯誤の判断基準としていた
ところ，最判平成 14年などにおいては，事業資金に利用するための空クレ
ジットともともと想定していた正規のクレジットとでは主債務者の資力に大
きな差があることから，保証人は想定していたよりもはるかに大きなリスク
を負うことが考慮されているように， ここでは給付の主観的均衡という意味
ではなくとも，保証人が想定していたよりも重い負担を負うという広い意味
での均衡を欠いていることが特に要素判断などにおいて考慮、され，錯誤判断
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をナ支えていると見ることもできた。
以上の検討をふまえて，次に融資一体型変額保険など様々な取引(複合契
約)において実際にこのような契約の錯誤無効如侍が問題になったと見うる
裁判例を検討した。これらにおいては，複合契約中の他の契約の無効等によ
り締結時より目的であるこの取引を達しえなかったため，主として動機表示
構成のもとでこれを要素の錯誤として契約が無効とされていたが，こうした
契約の消滅も錯誤論の中でも動機の契約内容化そメノレクマーノレとする見解に
よっても担いうること101)，そして均衡を欠いていることが要素判断におい
て考慮されうることが見出された。また裁判例の一部からは取引の定着度合
いが内容化判断において考慮されうることが窺われた。あわせてこれら裁判
例において考慮された若干のプアクターを抽出した。具体的には次のとおり
である。
このうち融資一体型変額保険の裁判例については，その形式聞においては
いずれも動機表示講成によりながら，判断の内実としては締結時点で相続税
対策として有効な変額保険取引というその目的を達しえず寄在意義のない契
約の消滅が錯誤無効により認められたものと見ることができた。そして一部
の裁判開からはこの目的とする変額保検取引の定着の度合いが動機の表示如
何の判断にあたって考慮されうることが窺われ，またそもそもこれら裁判例
では顧客の動機が相手方である銀行によって形成される場合もあることか
ら，動機の表示よりもその契約内容佑の方がメノレクマーノレとして適してい
た。さらに本件取引のリスクを高める事情，つまり均衡に関わる事清がこれ
ら裁判例の要素判断においても考慮、されていたと見ることができた。
その他様々な取引に関する裁判例においても，同じく目的とする取引を締
結時より達しえず存在意義のない契約の消滅が主として動機表示構成を介し
て錯誤無効として問題になっていた。そして動機の表示ないしは契約内容化
の判断について，ニ当事者間の取引では通常相手方により動機が了解されて
いるのに対し，三当事者間の取引ではこの了解の有無の半日新が重要になり，
その際には例えば相手方が取引に通じていることなどが考慮、されえた。また
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要素判断においては，その動機が契約の均衡に関わることや，契約の履行可
能性に関わることなどが考慮、されていた。
なお以上の錯誤無効は，複合契約中の一方の契約の無効の場合はもちろん
その不成立の場合にも他方の契約において， さらに融資一体型変額保険にお
けるようにそもそも自的とした取引が不可能であった場合には各契約におい
て，認められえ，いずれにせよ締結時より日的たる取引を達しえず存在意義
のない複合契約中の契約の消滅を認めるものである。
(2) そして以上の裁判例の検討から次のことが導き出された。すなわ
ち，本間は複合契約中の他の契約の無効や不成立等により締結時より自的と
するこの取引を達しえず存在意義のなかった契約の消滅如何の問題に帰せら
れた。この消滅の法的根拠としては錯誤無効が当てられ，特に錯誤論の動機
の契約内容化をメルクマーノレとする新一元論が， こうした目的の契約内容化
によりこれを子要素とすることで，このような錯誤無効をよく導くことができ
た。これによればあわせて均衡も要素判断において考慮、される。とはいえこ
こでは必然的に要素の主観化が生じてしまうが，目的とする取引の普及定着
に伴いこの目的が定型的に契約に取り込まれることになるため，なお一定程
度定型的な要素判断は確保されたのである。そして実際に複合契約において
錯誤無効が問題となった裁判例においても，これらから一貫した判断枠組み
ぞ引き出すことは困難であっても，こうした錯誤判断をこの動機の契約内容
化をメルクマーノレとする見解が担いえ，均衡の考慮、が要素判断においてこれ
を補うことが導き出され，またその一部からは当該取引の普及定着が内容化
判断において考慮されうることが窺われた。
2 プランス法からの示唆
(1 ) 以上のように我が国の裁判例の検討から，本間の消滅が錯誤論に
よって担われうることが明らかとなり，また契約内容化を核とする判断枠組
みを見出すこともできた。そしてこれは前稿でのフランス法の検言すから得ら
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れた示唆にも符合するものである。
前稿においては，複合契約中の一方の契約の解除等により締結後に自的と
する取引を達しえなくなり存在意義を失った他方の契約の消滅如何の問題に
ついて，その判断枠組と法的根拠について示唆を得るため，フランスの近時
におけるコーズの主観化と契約の失効に関する議論を検討した102)。プラン
スでは，特に 1990年代以降の現代におけるコーズ論の展開の一局面とし
て，我が閏の複合契約に対応する契約の集合においてコーズを根拠にこの消
滅を認める判決などコーズ概念を主観化させたと見うるいくつかの判決が現
れたことを受けて，コーズ概念を主観化させうるか，すなわち従来契約類型
ごとに一定の客観的，抽象的な反対給付とされ，契約締結時点でのその不存
在が無効をもたらす債務のコーズを，反対給付の具体的主観的把握を超え
て，主として契約の集合において契約締結白的とまで解し，他の契約の消滅
によりこのコーズが失われたとして契約の消滅を認めうるかが論じられてい
た。またあわせて契約の集合においてこうしたコーズの契約締結後の消失に
よる契約の失効を認めて，コーズを履行段階にまで拡張する見解も存在して
いた。そしてここでは従来一方当事者の動機として排除されてきた契約締結
目的をいかなる基準で契約の領域に組み入れうるか，すなわちコーズとしう
るかが問われていたのである。以上の議論の検討からこの消滅の判断枠組み
について次のようなモデノレが得られた103)。すなわち，まずこの目的の契約
領域への組み入れの段階がこうした契約の消滅が両当事者において明示に合
意されるまでに至っているならば，目的はこの両当事者の意思によって体現
され，消滅は意思自治の原則によって基礎づけられる。続いて南契約が運命
をともにするとの何らかの黙示の合意を認めうるほどに目的が共有されてい
るのであれば，消滅の判断は衡平の実現としての性質を帯び始め，さらに呂
的の相手方による認識または考慮しか見出しえないならば，消滅の判断は衡
平の考慮，すなわち契約正義によってのみ支えられることになる。ここでは
契約の拘束力からの解放は，意思自治そして相手方の取引の安全に対する侵
をもたらすため， これに見合うだけの著しい不均衡，つまり契約正義に反
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する事情が存在する例外的な場合にのみ認められうる。そして以上の目的の
契約領域への組入れそ核とする判断枠組みはこの問題に関するいくつかの我
が国の裁判例の判断に親和的であるといいえた。また消滅の法的根拠につい
ては，有効に成立したがその後本質的要素を失った契約の消滅である契約の
失効が唱えられていたが104)，これは我が国においては事情変更の原則の一
類型である目的の到達不能の延長にある制度として位置づけられた。
(2) そして以上の消滅の判断枠組みのモデノレは，前稿の複合契約中の一
方の契約の解除等により事後約に存在意義を失った他方の契約の消滅如何の
問題の考察にあたり示唆を与えただけでなく，本間の一方の契約の無効等に
より締結時においてすでにその目的たる取引を達しえず存在意義のない契約
の錯誤無効如何の問題の考察においても参考になりうるものと思われる 105)。
上述のコーズの主観化の議論は他の契約の解除等により成立後に存在意義を
失った契約の消滅をも対象とするものであったが， もともとコーズは有効な
合意の成立要件として契約締結時にその存在が要求され，こうした主観的
コーズ概念によれば，締結時にすでに目的たる取引を達しえない契約につい
て，このコーズの欠訣を認めることができる。また錯誤とコーズとの関連は
これまでにも指摘されてきたところであり 106)，コーズfe主観的に解し，契
約締結時点で目的が達しえず，当事者がこのことを知りえないのであれば，
コーズの不存在如伺とともに動機の錯誤も問題となりうる。加えて事後的に
序在意義を失った契約の消滅の法的根拠にあてられる我が国の法制度として
事情変更の原則の一類型である目的の到達不能が挙げられたが，この目的の
到達不能と動機の錯誤とは契約締結を境に接する同じ自的の不達成の問題を
扱うものとして理解することもできる 107)。
そうすると，我が国において当該の取引を達成するとの目的が要素となり
この複合契約中の契約の錯誤無効が認められるにあたり，その契約内容化が
基準となりうることは，このようにフランスにおいてこうした目的がコーズ
となり契約の集合中の契約の消滅が認められるにあたり，この目的の契約領
域への組入れが基準となったことが対応する。
135 
また，我が闘においてこうした錯誤無効を認めるにあたり，この契約内容
化を特に要素判断における均衡の考慮が補う関係にあるところ，プランスに
おけるこうした契約の消滅の判断においてとりわけこの目的の契約領域への
組入れがそれほどでもない場合にはコーズの欠棋による契約の消滅の判断が
衡平の考麗によって支えられていたことが対応する。もともとコーズは契約
の拘束力を正当化する理由であり，有償契約においては債務負担の理由とし
て反対給付の存在を求めることで最低限の衡平を実現する手段とされてき
た。そして近時においては，特に契約の集合において一方の契約の消滅によ
り目的たる取引を達しえず，当事者が利益，意味合失ったという意味で主観
的に不均衡な契約の消滅がコーズの不存在または消滅を根拠に認められ，こ
こでは，コーズを当該の取引を達成するとの自的として主観的に理解するこ
とで，呂的たる取引を達しえず， もともと当事者が取引全体から得られると
期待していた利益が得られず，場合によってはさらに全体として企図されて
いた均衡が破壊され，これによる拘束が当事者にとって過艶になる契約から
の解放が認められているのである 108)。なおプランスにおいては呂的の相手
方による認識または考慮しか見出しえない場合にもこうした均衡の考慮が契
約の消滅を基礎づけうると見ることもできたのに対して109)，我が閣の裁判
例にはこうした不均衡のみが契約の消滅を基礎づけたと見うる事例はなかっ
たが，いずれにしてもともにこうした均衡の考藤が契約の内容化を補う関係
にあることは確かである。
(3) 以上のように，プランス法の検討から導き出された上記の判断枠組
みは我が国の本間の判断枠組みにもおおよそ棺応するものであった。これに
より我が閤の裁判例の検討から抽出されえた本間の判断枠組みはこうしたフ
ランス法からの示唆という一つの比較法的な支えを見出すことができた。
ところでこのフランス法からの示唆は主として近時におけるコーズの刷新
の議論に由来するものであるところ，いうまでもなく我が国の民法はこの概
念を有しない。それでもプランスと我が留は本間というこれそめぐる問題を
共有している。もともとフランス法上コーズ論は法的顧慮の外にあった当事
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者の動機などを契約法の体系に取り込むことでこれを現実に適合させ，契約
法を発展させてきた理論であり 110)，本間のような契約の消滅をコーズを根
拠に認めることは，現代における一方当事者の動機のコーズを介した顧慮と
いうコーズ論の発展のーコマとして理解することもできる。フランスにおい
てこのようにコーズが同概念の刷新により本間の消滅の法理を担っているの
に対し，我が固においてはこの機能を錯誤論が担ってきたのである。
こうしてフランス法のコーズ論において同様の法理が見出されることで，
我が闘の裁判例の検討からおぼろげながら抽出された本間の法理は一つの像
を結び，かくして潜在する本間に関する複合契約の法理は明らかになったの
である。
3 取引の類型化という視点について
(1) 本稿での検討は以上のようにまとめられるが，このうち取引の類型
化という規点について若干敷釘しておきたい。すでに本間に関する上記の諸
裁判例の検討からも窺われるように，対象となる複合契約たる取引はある程
度普及定着した取引であることが少なくない。そしてこのようにある取引が
社会に普及定着して独自性を備え，一つの類型を形成する段階に至るや111)，
これが当事者の創作による場合とは異なり，この取引を達成するとの自的は
当事者の特段の合意を介することなく定型的に向取引を?構成する各契約の内
容となりうると見ることができょう。さらにこうした取引がたとえーっの契
約として性質決定されるに至らなくとも 112)，各契約はこの取引が社会的に
認知されるにつれ，個別契約から非典型契約の新しい類型へと至り 113)，こ
れにともない例えば一般条項たる錯誤を介して本間の影響関係を承認する解
決が定着するように， こうした取引類型を規律するノレーノレが判例学説におい
て生成され114)，ついにはそれが既存の法理を確認したものであれ，特別な
規定を創設するものであれ，立法により新たな規定が設けられるに至るので
ある 115)。
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そして以上のような取引の普及定着によるその定型的な契約内容化は，本
間のような契約締結時にすでにこの臣的たる取引を達しえなかった場合の錯
誤判断においてだけでなく，同じくこうした百的の契約内容化如何が判断の
核になった，前稿で検討した契約締結後に他の契約の解除等により目的とす
る取引を達しえなくなった;場合の契約の解除如何の判断においても，これを
認めることができるのではないか。
(2) ところで筆者はこれまで本稿を含めて複合契約の提起する問題の中
心で、ある消滅の局面における契約間の影響関係如何の検討を主要な各場面に
ついておこない，その判断枠組みと法的根拠合明らかにすることを試みてき
たわけであるが，そのいずれにおいても問題は当該の取引の達成という各契
約の締結目的な如何にそれぞれの契約の消滅の判断において反映させうるか
に集約され，本稿でいえば動機の錯誤のように既存の動機の考慮如何の議論
の延長で論じられていた。そうであれば複合契約の提起する問題とは，結局
のところこうした目的ないし動機の公序良俗や目的到達不能，錯誤の各場面
での考慮、如何に帰着して，これらに分解解消されうるかにも見える。しかし
ながらいかに目的の考慮が核になるとはいえ， ここでの目的とは千差万別な
単なる動機などではなしあくまで取引であって，そして多くの場合には相
当程度普及定着した取引類型である。それゆえしばしばこの目的は，動機の
錯誤などで主に念頭に置かれてきた単なる主観的な動機ではなし相当程度
客観的なものであって，この定型的な契約内容化が認められうるように，単
なる動機とは異なる扱いを?受けうる。ゆえにこうした目的の考慮を核とする
複合契約の法理は各場面での単なる動機の考慮に還元しきれるものではな
い。そして援合契約論とは，当事者の独創にかかる個別契約の集合体たる取
引から類型化されてこれを規律するノレーノレが生成された取引に至るまで，立
法化されたノレーノレでは不十分な場合にはこの立法化以降も， これら取引を規
律するノレーノレの中でも契約聞の影響関係に関わるノレーノレの主としてこうした
一般条項を介した不断の構築の試みであるといえよう。
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4 本間に関わる改正の提案について
(1) 以上の検討により現存の法状況において本間を規律する法理念ある
程度導き出しえたものと思われる。ところで本法理念含む契約法については
近時において民法(債権法)改正検討委員会と民法改正研究会からそれぞれ
改正提案ないし試案が公にされており， この中には本間に関わる提案も含ま
れている。ではこれら改正案は本稿の検討により導き出された本聞に関する
法理をどれほど形にしえているのか，またこれらによれば本間は如何に規律
されるのか。これら改正案の関連規定の検討は簡単なものとならざるをえな
いが，以下においてはこのうち本聞を含む連合契約に関する規律を提案して
いる民法(債権法)改正検討委員会の提案について，本間に関係する提案の
検討をおこなう 116)。
(2) 本間に最も関わりがあると思われるのが，複数の法律行為の無効に
関する， [1. 5. 50] r擾数の法律行為の間に密接な関連性がある場合におい
て，ーの法律行為が無効となり，当該法律行為が無効であるとすれば，
者がこれと密接に関連する他の法律行為をしなかったであろうと合理的に考
えられるときは，他の法律行為も無効である。」との規定である。まず前提
として，本規定の射程にも関わるーの法律行為の無効の原因について一言す
る。すでに別稿にて検討したように，我が閣においては従前より判例におい
て複合契約中の一方の契約の公序良俗違反による無効によりいわゆる動機の
不法を介して他の契約の同無効が認められてきたと見うるところ，この無効
如何の判断において間われていたのは目的とする不法な取引を阻止するため
相手方の取引の安全にも配慮しながらこの契約を無効としうるか否かであっ
て，これは契約の無効を当事者の(合理的な)意図に依らしめる本規定に
よっては担いえず117)，これを規律する法理は従前通り公序良俗に関する規
定である改正提案[1.5. 02] (l) (碗民法90条に棺当)を根拠とすることになる
であろう 118)。
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ではこれを除いて，本稿において以上に検討した複合契約中の一方の契約
の無効等による他方の契約の無効は本規定によって担いうるであろうか。本
規定はこれについて両法律行為聞の密接な関連性と当事者がこの内の一方が
無効なら他方もしなかったと合理的に考えられることの二つの要件を用意し
ている。ところで民法(僚機法)改正検討委員会の提案は条文案そのもので
はなし条文起草の指針であり，また本規定自体も議論の蓄積のないテーマ
についての実験的な提案ともいいうる 119)。したがって厳密に本規定のどの
文言が法理のどの部分を表すのかを明確にする必要まではないであろう。と
はいえ例えばこれら要件について次のような理解をなすこともできるのでは
ないか。すなわち本間はつまるところ締結時より目的とする取引を達しえず
存在意義のない契約の消滅如何を問うものであったところ，これをふまえれ
ばまず密接な関連性の要件は，両契約が一つの取引を構成し，一つが欠けれ
ばこれを?実現しえず他が意味を失う曜の関係を示すものと理解することもで
きょう。次に後者の要件について，目的の契約内容化については，この当事
者に契約拍手方も含めることで，これを他の契約が無効でこの目的を達しえ
ないならば契約を結ばなかったと双方が考えた程にこの目的が相手方に受容
されていたか否かと理解すれば，この自的の契約内容化はこれに含まれえ，
目的の喪失により生ずる不均衡も， I合理的j という文言に注目して，これ
をさらに企留した取引が達しえないなら当該契約を締結することが通常は考
えられなかった利益状態にあったか否かと理解すれば， こうした均衡の顧慮
もこれに含まれうる。以上のように本規定を理解して，本間の消滅の判断枠
組みなここに見出すことも不可能ではない。
とはいえ本法理をより適切に形にする要件や文言の更なる検討も考えられ
うる。そしてその際には，複合契約中の契約の消滅に関わる提案として本規
定と対をなし，他の契約の解除等により締結後に目的とする取引な達しえな
くなり存在意義のなくなった契約の消滅如何の問題に対応する，擾数の契約
の解除に関する提案 [3.1.1. 81]についても，本規定の検討をふまえた要件
等(/可ー当事者聞に絞られないことなど)の検討が必要となろう。 というのも本
140 
複合契約と錯誤
稿の検討からも示されるように，本間も時間もいずれも擾合契約中の目的と
する取引を達しえず存在意義のなくなった契約の消滅如何な問うものであ
り，契約締結時を境に接する同様の法理がこれらを規律するものと思料され
るからである。
(3) このように本提案は本間の法理をある謹度形にしえていると理解す
ることもできるわけであるが， しかし次のようにその射程には限界を有して
いる。すなわち本提案は一方の契約の無効による他方の契約の無効如何合問
題とし，また一方の契約の無効をその要件としているため，この場面を典型
としながらも広く締結時より目的たる取引を達しえなかった契約の消滅如何
を問う本間のうち，実際に消滅が認められていた，一方の契約が不成立だっ
た場関や融資付変額保績のようにもともと目的とした取引が不可能であった
ため契約それぞれの無効が問題となった場面には，文言上その射程が及びえ
ないことになる。そこで仮に本提案によっては処理しえないとすると，これ
らの場面を規律する法理はこれまで通りより一般的な規定である錯誤の規定
によらぎるJj;>えないであろう。では錯誤の提案[1.5.13Jはこれまでのよう
に本法理念担いうるであろうカ>120)。本規定は，表意者の主観(意思)と意思
表示(の内容)との間の随簡である表示錯誤と主観(若手突認識)と現実との聞
の組障である事実錯誤(動機錯誤)とを区別し，後者についてはこの事実に
ついての誤った認識が法律行為の内容とされたときに限仇意思表示の取消
しを認める。そして表示錯誤と動機錯誤合区別した上で，いわゆる信頼主義
を批判し，動機錯誤について事実についての認識が法律行為の内容に取り込
まれることではじめてこの事実に関する錯誤のリスクが相手方に転嫁される
としている点で121)，本規定はいわゆる新二元論に親和性を有しているといい
うる 122)。ただ新二元論とは異なり，本規定は動機錯誤を錯誤の問題とし，
また合意主義の立場に立って動機の表示ではなく契約内容化を要件としてい
る点では，自的の契約内容fむを核とする本法理に親和性を有しているものと
見うる。そしてこの契約内容化について，黙示にしろ常に合意を要するとは
せずに，事情によっては相手方の認識等により取消しが認められうると解す
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ることができれば123)，例えば重大な不均衡が生ずる場合などにも厳密な意
味での合意を要しないとして，こうした契約の取消しが認められうると解し
えないであろうか。その上で本規定は以上の要件を満たした事実錯誤におい
て，その錯誤がなければ表意者がその意思表示をしなかったと考えられ，か
っ，そのように考えるのが合理的であるときは，その意思表示は取り消すこ
とができるとしている。要素を合意の拘束力を正当化する理由，つまり合意
の原因(コーズ)と理解する見解を退け，現行法の「要素」に代えて，判例
および伝統的な通説の考え方に従い主観的因果性と客観的因果性を基準とす
ることを提案するものである 124)。そして後者の基準は錯誤がなければ表意
者が意思表示をしなかったと考えるのが合理的であるとの趣旨であり，本間
についていえば， とりわけ意図した取引を達しえないために何らかの不均衡
が生ずる場合がこれにあたりうるといいえよう。このようにこの基準によっ
ても本間の均衡の考慮をなしうるといえるが， とはいえ前述のように要素判
断は要素を契約類型から客観的に定まる重要部分として定型性を脊しえたと
ころ，これを因果性判断によって担うことができるかは不明で、ある 125)。
以上の複数の法律行為の無効に関する提案は本間の法理の少なくとも重要
な部分をある程度形にしえていると理解することもでき，今後の同法理の発
展のための一つの立脚点となりうるものであるが，なおより適切な要件や文
の検討も考えられうる。また射程についてはその摂界から本法理の少なか
らざる部分がなお錯誤によらざるをえず，そして錯誤に関する提案はこれを
担うにあたり上記のごとき検討すべき点を有しているのである。
五結びに代えて
以上本稿においては， ~也の契約の無効等による契約の消滅如何の問題につ
いて， もっぱらこの消滅の法的根拠と判断枠組みを解明するために考察をお
こなってきた。本間の消滅が錯誤無効如何として問題になった裁判剥が少な
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からず存在していたところ，本稿では主としてこれら裁判例を検討し， これ
らに潜在する複合契約の法理を明らかにすることを試みたのである。その検
討の成果を次のようにまとめることができるであろう。
すなわち，本間は複合契約中の他の契約の無効等により締結時から目的た
る取引を達しえず存主意義がなかった契約の浩滅如何の問題に帰せられ，こ
の消滅については目的の合意等による契約内容化を核として均衡の考慮がこ
れを補うとの判断枠組みを見出すことができた。そして法的根拠には錯誤無
効が当てられ，錯誤論の動機の契約内容化をメノレクマーノレとする新一元論が
これに親和性そ有していた。加えてこの裁判例の検討から抽出された判断枠
組みは，前稿のプランス法の検討から導き出された判断枠組みにおおよそ椙
応していることから，このフランス法からの示唆という一つの比較法的な支
えな見出すこともできた。
また本稿の検討からは，取引の普及定着によりこうした目的が定型的に契
約内容化し， これにより一定程度要素判断の定型性が確保されることが導き
出され，この取引の普及定着による定型的な契約内容化は前稿で検討した契
約締結後に取引を達成しえなくなった場合の契約の解除如何の判断にも妥当
しうる。そしてこのように取引が類型化するにつれ，本聞の錯誤判断を含む
この取引類型ぞ規律するノレーノレが生成され，やがては立法へと至るところ，
複合契約論とは個別の契約の集合体から類型化された取引に至るまでこれら
を規律する契約聞の影響関係に関わるノレーノレの主として一般条項を介した構
築の試みであり，かくして形成された本間を含む契約間の影響関係を規律す
る謹合契約の法理は，このようにしばしば類型化された取引を対象とし，こ
うしたときに客観的な目的の定型的な契約内容化を含むように，単なる動機
の考慮如何に解消しきれるものではなく，独自の意義を有する法理論である
といいうる。
その上で，近時公にされた民法(債権法)改正検討委員会の本間に関係す
る改正提案は，以上に示された本間を規律する法理をどれほど形にしえてい
たか。複数の法律行為の無効に関する， [1. 5. 50]の有する要件のうち，密接
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な関連性の要件には他の契約の無効による契約の存在意義の喪失如何を，ま
た一方が無効なら他方もしなかったと合理的に考えられるとの要件には，目
的の契約内容化如伺と均衡の顧慮、営読み込むこともできた。しかし本法理は
他の契約が無効の場合だけでなく不成立の場合，さらには目的とした取引伝
達しえないため契約それぞれの無効が問題となる場面も対象とするところ，
本規定は，他の契約が公序良俗違反により無効となる場合だけでなしこれ
ら後二者も文言上含みえない。それゆえこれらの場面について従前通り錯誤
の規定によるとすると，錯誤に関する提案[1.5.13]は本法理を担うにあた
り若干の検討すべき点を有していたのである。
かくして本稿は，複合契約が消滅の局面において提起する問題の一つであ
る本間について，不十分ながらも， これを規律する法理を示し，これを通じ
てこうした複合契約の法理の存在意義を考え，さらに本間営規律するこの法
理を改正提案がどれほど形にしているかを明らかにしえたものと思われる。
本稿では検討しえなかった民法(債権法)改正検討委員会の複合契約に関す
る他の改正提案密検討し，さらに他の局面における同法理を考察すること
は，今後の課題である。
注
1) いうまでもなく，特に二当事者問の複合契約においては，こうした問題の前提と
して，そもそも当該の取引をー{闘の契約と見うるか，複数の契約と見うるかという
契約の倒数が潤題となりうる。本総の考察は契約が複数であることを前提とし， こ
の間題には触れられない。この契約の偶数論については，例えば，金山直樹 i~合付
とは何か (2) 給付と契約(リゾートマンション事件)~J 民wf 633号47頁
以下等合参照。
2) 脳著『複合取引の法的構造J(成文堂 2007年)1頁以下では，この複合契約がど
のようなj去的問題を提起し， また契約法上の諸原知にいかなる修正を追っているの
かというその法的構造の解明を試みた。また複合取引の法的情造について，中舎r~
樹「多角的法律関係の法的構造に関する研究序説j 法特別巻 9~子 100 頁以下や i可
「多角的法律関係の法的構造に関する覚書j名法227号 185頁以下は，多数当事者に
よる法律関係という視点に立ちこれを会取引当事者の問主まからなる基本契約と各当
事者による個別契約の総体として捉えている。
144 
複合契約と錯誤
3) 拙稿「複合契約と公序良俗(上)(下)J国民生活研究47巻2号 20頁以下， 3号
18頁以下では， これについてその無効の判断枠組みと法的根拠を検討した。
り これについては，掠稿「複合契約中の契約の消滅の判断枠組みに関する序論的考
察」藤岡先生古稀記念『民法学の古典と革新~ (成文堂 2010年刊行予定)および拙
稿「複合契約中の契約の消滅の判断枠組みと法的根拠に関する一考察j南法33巻1
号 I頁以下において， この解除の判断枠組みと法的根拠'I:考察した。
5) 先駆的な見解として，例えば平野裕之「一部無効j椿寿夫編『法律行為無効の研
究~ (日本評論社 2001年)189頁以下が，複合契約中の一方の契約の無効により他
方の契約が錯誤無効になりうるとしていた。
6) 椿美子夫 r((多角》関係ないし《三角》関係についてJ法符80巻8号96頁以下に続
〈多角的法律関係の研究の連載である。
7) 本稿もその一環をなす複合契約の法理の解明という観点、からは，多角的法律関係
の研究の連裁の中でも， とりわけ中合・前掲注2)100頁以下や，同連載の全体を鳥
徹する中間まとめである中会資樹「多角的法律関係の研究の成果と善悪題J法持82巻
5号 108頁以下，多角的法律関係の規律のための法理の形成を試みる伊藤進 r多角
的法律関係」規律のための法理形成試論j法時82巻7号 88頁以下，河連載のまと
めである棒寿夫「多角関係をめぐる共同作業の最後にj法時82巻 8号94]'[以下をと
参照した。
8) 一連の扱i稿はもっぱらフランスの契約の集合に関する議論に示唆を得たものであ
るが， ドイツのネット契約論ぞ検討するものとして，例えば近時，藤原正烈「フラ
ンチャイズ契約と多角的法律関係J法時82巻2号 111頁以下および向「ネット契約
としてのブランチャイズ契約つ(ー)(二・完)J北法60巻6号 I夏以下， 61巻 1号
l頁以下が現れている。
9) 宮本健蔵「不正常な信用供与取引と保証契約の錯誤無効j小林先生古稀記念『財
産法諮問題の考察~ (酒井害時 2004年)222][以下参照。
10) 空リースにおけるこのような特例の扱いについては，中野哲弘「リース契約・言語
賦販売契約と連帯保証人の錯誤j半Uタ642号 18頁以下等を参照。
1) 中野・前掲j主10)19頁参照。
12) 本間に関しては，以下に引用する文献の他にも，大西武士「リース取引の保証と
錯誤(l) ~(5)J 銀行 556 号 4 頁以下， 557号34夏以下， 558号 40][以下， 559号
46 ][以下， 561号 40頁以下や吉岡伸一J空リース・空クレジット等に関する保証契
約と要素の錯誤についてJ法時76巻7号 120夏以下等を参照した。
13) これら裁判例については，最判平成 14年の判例評釈を中心に様々な文献が著され
ているが，特に，大中有信「最ー判平成 14年7月1日判批」金判 1168号 59頁以
下や高森八四郎・野口大作「主主クレジット契約.~リース契約における連帯保吉正人
の錯誤j関法53巻4・5号 147][以下，松本位雄「最ー判平成 14年7月 1日'fU
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lJtJ NBL757号 68頁以下，寺川永「最一事j平成 14年 7月11日判批」大阪府立大学
経済研究48巻2号 159頁以下を参照した。なおこのうち前三者には裁判例の一覧が
ある。
14) 本判決の評釈として橋本員・伊藤進「判批J法時 59巻 3号 104頁以下を参照し
た。
15) 評釈として，野口恵三 f判批JNBL 453号56頁以下および神作裕之「判批」
ジュリ 1034号 142頁以下を参照。
16) 評釈として，神作裕之「判批j シュリ 1030号 137頁以下参照。
17) 解説として，字自)1基伴l解J判タ 1036号28頁以下そ参照。
18) 本判決の評釈として，吉原省三「判批J金法 1022号4頁および小林一俊「判批J
金判 661号 49貰以下を参照した。
19) 評釈として，野口恵三「判長tJNBL 545号 48頁以下を参照した。
20) 評釈，解説として，大西武士「判批J金判 1052号 53頁以下や庄政志昨日批j判
評471号 29頁以下，小久保孝雄「判商事j判タ 1005号36頁以下"e参照。
21) 例えば中野・前掲注 10)23 J[参照。なお論者は同じく否定説の中でも裁判例①の
ように保証の附従伎の適用による方がよいとしている。
22) 巻之内茂「空リース・多重リース・仮装リース」金判 782号 154頁以下。ただし
肯定説，否定説のどちらが妥当で‘あるかは微妙であるとする。
23) 野仁l・前掲注 19)51支はこの点を強調して，否定説を強〈主張する。
24) 庄・前掲注20)194頁参照。
25) 吉原・前掲注 18)5頁参照。
26) 小林・前掲注 18)53夏参照。
27) 後藤勇「婆素の錯誤に関する実証的研究(上)J判タ 986号73頁参照。
28) 神作・前掲注 16)1391室参照。
29) 本判決については'fUi現i評釈をケ含め多くの文献が箸されており，このうち評釈とし
て，野村豊弘「判批j判例セレクト 2002年 16頁，古積健三郎「判批Jj去セ 578号
108支，中会主主樹「半ぬ七j法教 270号 114]主以下，松本・前掲注目)66頁以下，寺
川・前掲注 13)153頁以下， 11岡真治「判批J帝塚山法学8号 71頁以下，尾島茂樹
「判批J平成 14年度震判解61夏以下，大中・前掲注(13)57頁以下，大西武士
「判批J判タ 1123号 55頁以下，松本恒雄「判批j金法 1684号 45頁以下，宮本健蔵
「判批J判評535号 10夏以下，野村豊弘「判批Jリマークス 2004上 14頁以下，伊
藤譲二「判批J判タ 1154号 24頁以下，新堂明子「判長tJ北法 55巻2号 309頁以
下，木村真生子「料批」ジュリ 1284号 144頁以下，野口大作「判批J法待 76巻 8
号 107賞以下，辻博明「判批j名城 54巻 3号 231頁以下"e参照した。
30) 高森・野口・前掲注 13)147頁以下は，本判決の論理構成が従来の動機錯誤の判
例の延長線上にあるとした上で，新二元論に立って，本件保証契約では主たる債務
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者が債権者に負う一定額の債務守保証するとの本質的効果怠思は合致しているもの
の，主たる債務である立替払契約が目的物のi5li度しが行われた正当な契約であると
の前提が欠けているため，保証契約はこの前提の欠如によって無効になるというべ
きであるとする。
31) 例えば野村・前掲注29)17頁は，動機の錯誤を他の錯誤と区別せず，表示の有無
にかかわらず 95条を適用する一元論の立場から本判決を妥当とし，また大阪・前掲
注29)59頁以下は，一元論の立場から本判決が表示にこだわっている点について理
論的不徹底が見られるとしている。
32) '*'舎寛樹「保証取引と錯誤J名法 201号 289頁以下は，本判決を契機として，保
言正取引特に委託による保証取引においては，本判決を含め，保証委託関係が実質的
に保証契約の効力に影響を与え，それが錯誤という法律構成に仮託されて認定され
ている，そしてこの影響を痘絞に法律関係に反映するならば，保証委託関係の内容
が保証契約の解除条件になると構成するとしている。
33) 宮本・前掲注29)173頁以下や高篤英弘「動機の錯誤に関する判例法理(中)J法
教 305号 100N以下::t'参照。
34) 本判決について， このような理解をなすのは，大中・前掲注 13)61 N以下や鹿野P
菜穂子「保証人の錯誤j 小林先生古稀記念『財産法諮問題の考察~ (酒井害賠 2004
年)154 N以下，高潟・前掲注 33)100頁以下等である。
35) 判例のこのような理解をなすのが，若手間宏樹「民法 95条(動機の錯誤守中心とし
て)J広中俊雄ほか編『民法典の百年 IU(有斐陽 1998年)190頁以下や鹿野菜穂
子「最ー判平成元年9月 14日判批jジュリ 956号 112頁以下，同「大阪高判平成2
年6月21日判批jジュリ 994号 99頁以下等である。
36) 本判決のこのような位置づけについては，高鳥・前掲注 33)101 資などを参照。
また山間・前掲注 29)79頁は，本判決が従来の最高裁の判断枠組みである二元的構
成を否定するものではないとし，尾島・前掲j主29)62 Nは，本判決が従来の判例の
延長線上に佼置づけられるとする。
37) 鹿野・前掲注 34)154賞以下は，錯誤無効の判断において契約類型(本件では保
証契約)力主主主要な意味を持っとする。
38) 保証人による他の担保ないし保証人の幸子在の誤信が要素の錯誤たりうるかについ
て，最高裁は，例えば最ー判昭和 32年 12月 19臼民主主 11巻 13号 2299頁のよう
に， i也の保証人の存在は保託契約をなす単なる縁自にすぎず，特に保証契約の内容
とされない限り保証契約は無効にならないなどとして(他に最二判昭和 38ij三2月I
R判タ 141号 53頁)，表示等のない限り基本的にはこれを動機の錯誤とする。なお
他の保証人の存在することを動機とし，表示した上，これを要素としていたとし
て，保証契約の一部無効を認めた裁判例も存在する(大波高判平成 2年 6月21日判
時 1366号 53資)。
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またこれについて学説には，例えば保証人が債務者に代わって保証債務ぞ履行す
ることになる蓋然性があまりにも高い場合には，保証契約を締結しなかったことも
ト分ありえ，債務者の資力，信用カ，担保や保証人の存在子などこの叢然性の判断に
影響を与える事情に関する錯誤も場合によっては要素の錯誤になりうるとの見解や
(野村重量弘「連帯保証契約と要素の錯誤J金法 1272号6頁以下)，他の保証人が草子在
するとの保証人の動機が契約内容にされたと認めるためには，少なくとも債権者側
がこれを契約の決定的な前提として承認するような関与をしたことを要するとの見
解(鹿野・前掲涼 35)99 Jf以下)等がある。
なお保証契約の f動機jの錯誤をこうした保証契約の外部の察情の判断ワスクの
引受をどこまで保証人に要求することができるかという問題としてアプローチす
る，山下総司「保証言ま足、と錯誤の関係j学習院 36巻 2号 73笈以下も参照。
39) このような保証人の錯誤に隠する従前の判例に本判決が矛盾しないとするのは，
大中・前掲注 13)62頁や鹿野・前掲注 34)155頁である。
40) 主たる債務を特定する要素として，宮本・前掲注 29)174頁は当該契約の種類，
当事者および給付内容を挙げる。
41) 山陥u.前掲注 29)79頁以下は， このような本判決の主たる僚務をと通じて商品売買
契約の成喜子を保証契約の内容として読み込む二段階の構成lこ注目する。宮本・前掲
注29)174頁同旨。
42) この点について，寺}II.前掲注 13)169頁は，本件では保証契約と立替払契約と
の問の牽連性に加えて，立主幸払契約と売買契約が一つの取引の構成部分となってお
り，再契約は金融という経済的目的と商品の所有権の留保持約などによって給びつ
けられ，相互に警告迫性をど有することを指摘している。 r髭潟英弘「動機の錯誤に関す
る特例法理(下)J法教 306号 76頁は，結びついた複数の契約問の相互の牽連性，
すなわち契約問の影響関係という複合契約論との関係に言及する。また中合・前掲
j主29)114笈以下は，本判決をと本件ク νシツト取引を?構成する売買契約，立替払契
約，連帯保証契約の相互の苦言i率的な関係に由来する問題を錯誤という法律構成の範
隠で処理したものと評価している。
43) 判旨のこの部分iC詳細に検討するのが，新堂・官官掲注 29)319頁以下である。
44) 宮本・前掲注 29)174頁。
45) 高罵・前掲注 33)100賞。
46) 松本・前掲注目)70頁以下。
47) 鹿野・前掲注 34)155頁以下0
48) 尾島・前掲i主29)62 J至。
49) 松本・前掲注 29)48頁および新堂・前掲注 29)317頁。
50) 錯誤の学説状況については特に，中松綾子「錯誤」星野英ーほか編『民法議座第
l 巻~ (有斐閣 1984年)387夏以下や山本敬三『民法講義 I総則〔第 2版H(有斐
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隠 2005年) 161 頁以下，大村敦志『民法読解総長日編~ (有斐閣 2009年)318頁以
下等を参照した。
51) 磯村保「錯誤の問題」林良平ほか編『ハンドプ‘ツク民法 U(有信堂 1987年)41 
賞以下等を参照。
52) この見解を主張するのは森田宏樹教授や腹野教授である。大村・前掲注 50)338 
頁以下も基本的にはこの立場をとるべきとしている。また四宮和夫・能見善久『民
法総長日〔第7版H(弘文堂 2005年)188頁以下もこれに近い。
53) 森田・前掲注 35)190頁以下。
54) 森田・前掲j主35)193頁以下。
55) 高;は・前掲注42)73 1'![は契約類型を重視するなど本判決には新一元論に殺事日的な
側面もあるとする。また悶者の関連性合念頭に讃いていると見られるものに，寺
川・前掲注目)168頁や鹿野・前掲注34)154頁以下，後藤巻則 f契約の締結過程と
消費者法j現代消費者法4号 16頁以下などがある。
56) 森田宏樹 fr合意の椴統」の構造とその拡張理論 (l)JNBL482号 25頁以下。な
お31I時，コーズ論の中でも特に 20世紀後半に現れたいわゆるコーズカテコリーク論
に注目して，コーズ論史を詳絡に分析し，錯誤における要素判断枠級みをケ考察す
る，竹中情人「契約の成立とコーズ(ー)~(八・完)J法協 126巻 12号 1頁以下，
127巻 1号 1頁以下， 127巻2号 11'![以下， 127巻 3号 l夏以下， 127巻4号 82頁以
下， 127巻 5号 11'![以下， 127巻6号 37頁以下， 127巻 7考 1頁以下が現れている。
57) 鹿野・前掲注 34)151頁以下。なおこれについて，須国威主主「動機錯誤の類型的
考察j 品川先生古稀記念『民法解釈学の展袈~ (信山社 2002年)3頁以下は，判例
準則を契約内容の確定を基準として錯誤の危険分配を図る判断枠組みとして把援し
た上で，契約の核心部分との関連性に応じて璽題化し，多様である動機の錯誤を，
契約忍的非実現型，給付不均衡裂，個別目的非笑現裂に類型化し，この動機が契約
内容として受容され，当該動機が存在しなければ雨当事者は契約を締結しないであ
ろう関係が認められるかについて，前二者においては個別的事情を考慮、しつつもな
お類型的な判断が可能であるのに対し，契約の核心部分の最外縁部分に属し，従来
狭義の動機と呼ばれる領域lこ属する後者においては，館別的にさ当事者間に了解ない
し了解可能性があったことが確定されなくてはならないとしている。
58) なお後藤・前掲注目)15賞以下は，消費者契約においては，動機が契約の内容と
なるための相手方との合意を柔軟に認定することが考えられるとし，また契約類型
的な契約内容化，すなわち定型的なリスク分配による防衛手段に依存で、きるという
メリットはとりわけ情報劣位者である消費者にとって大きいとする。
59) 山本・前掲注50)1791'![。
60) 森田教授の見解のこのような理解については，山本・前掲注 50)184頁以下も参
照。
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61) 大中有信「動機錯誤と等価性(ー)(二・完)J論叢 139巻5号49}l'[以下， 141巻5
号 100頁以下も，有償契約においては錯誤により給付の主観的均衡(等価性)が破
壊されたかが要素の錯誤の判断の基準となることを正面から主張する。また}I島武
主主ほか編『新版注釈民法 (3)](}l1井健J(有斐閣 2003年)407頁以下も，等倒的
財産取引における要素の錯誤の成否の基準のーっとして等価性の著しい欠如を挙げ
ている。
62) 大村・前掲注50)339 }l'[参照。また悶 342頁以下は，姿棄の過度の主観化は望ま
しくないとして，要素に入らない動機に関する錯誤を 95条ではなく加の法理に委ね
ることを示唆している。
63) なお保証取引自体も主債務契約と保証契約からなる取引関係であり，両契約問で
は主として附従性により主債務契約が保証契約に影響を及ぼしている。この保証取
引について，中舎教授は，複合取引の法的構造の解明を試みるなかで，民法典に規
定のある法定複合取引の一つであるとした上で(中会・前掲注 2)187頁)，主債務
契約と保証契約だけでなく，主債務者に対する保証人の立場ないし関係を含んだ構
造にあり，この取引の法律関係もまた取引の当事者間のそれぞれの関係を統合して
説明することが必要であるとし，そのような意味において多角的法律関係という発
想が必要であり，有用であるとしている(中金寛樹「保証取引と多角関係j法時81
巻5号 143頁以下)。また村田彰「契約の成否・結合と多角約法律関係j法時81巻
13号 358頁以下も，保証取引を複数の契約が筏接に関連する多角的法律関係の代表
例として取り上げち検討している。
64) 代金を立て替えられる契約には，他に例えば役務提供契約などもありうるが，発
買契約が代表的であるため，以下売買で代表する。
65) 山間・前掲注29)80頁以下は，本判決の「主債務を通じて，商品売買契約の成奇
佐保証契約の内容として読み込むことという手法は， これまで‘最高裁が跨題として
きた保証契約の定型約内容からかけ離れさせることになると考えることも可能であ
るj としている。
66) 例えば，大中・前掲注目)62}l'[に，要素判断において契約内容イむを要求する見解
では，クレジット契約(個別信用購入あっせん)という契約の現実類型につき，ど
のような事情が契約内容たりうるのかという問題が論理的に先行するとあるよう
に，本件取引が定型的内容そ見出しうるほどに契約類型として定着していることが
窺われる。
67) 例えば松本・前掲注 13)70頁以下は，この保証人の負うリスクの遠いを実質的な
根拠として重視している。
68) この融資一体型変額保険のf士組みについては，特に川地宏行「融資一体型変額保
険における損害賠償責任と錯誤無効J専修ロージャーナノレ創刊号 181頁以下を参照
した。
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69) 変額保険，特に相続人が被保険者となるタイプの問題点については，川地・前掲
注 68)182頁以下などを参照。
70) こうした契約類型をめぐる裁判例の動向については，主に松岡久和「変額保険の
勧誘と銀行の法的責任J金法 1465号 17頁以下や山崎健一・道尻愛・宮田隆男「最
近の裁判例に見る変額保険訴訟の到達点(l)~(3)J NBL 779号 30][以下， 781号
60頁以下， 784号 59頁以下，)11地・前掲注68)181頁以下，須問・前掲浅 57)61頁
以下等を参照した。また特に錯誤無効如何をめぐる裁判例を務理したものとして，
大村敦志「東京地判平成6年 5月30日判批j会法 1428号 68頁以下や石原全「東京
地判平成8年 7月30日半日批j金判 1034号 46][以下等を参照した。
71) 藤容が法人であって，相続税対策としてではなくもっぱら投機図的で変額保険に
加入した例として，東京地判平成 5年 2月 10日判タ 816号 214頁や東京地判王子成 7
年 2月20臼金法 1417号 61頁，言言山地半U王子成8年 6月19日金法 1465号 110頁など
がある。
72) 東京地半UOf成7年 8月25臼判タ 911号 172頁。
73) 東京地半U平成7年 9月25日判タ 925号 233頁。
74) 東京地判平成 8年 2月21B判時 1587号82][0 
75) 東京地判平成 8年 9月27B判タ 924号 193支。
76) その他保険契約または融資契約の錯誤無効を否定した裁判例として，東京地判平
成 6年 3月 15臼判タ 854号 74頁や東京地判平成7年 1月 27日金法 1420号 37頁な
どが挙げられる。
77) 本判決の評釈として，鈴木深雪「判批jジュリ 1073号 328頁以下や大村・前掲注
70) 68頁以下，古川純「判批j判タ 882号 90頁以下，石隊全「判批J平成6年度重
判解 110賞以下，j:番阿窓「判社uシ、ユリ 1125号 141頁以下を参照した。
78) 大村・前掲注 70)68頁参照。
79) 松岡・前掲注 70)21頁参照。
80) 本判決の評釈である高橋美加「判批j ジ、ユリ 1160号 130頁参照。また論者は，こ
の結論について，顧容らの意思表示の相手方としての適格性を銀行の内部的な権限
配分から決する点に疑問があるなどと批判し，本件では銀行が従業員らを介して顔
客の動機を認識していたと認定する余地があったとしている。
81) 本判決の評釈である，石原・前掲注 70)54頁以下は，銀行の積極的な勧誘への関
与に注尽して，銀行との融資契約の錯誤無効が認められたのは妥当であったとして
いる。
82) 本判決の評釈である瀬見佳男 f'fU批JNBL 743号10][以下(のち同『契約法理
の現代化』所収)は，変額保倹が相続税対策商品として適格伎を欠くことを明示し
た点、に本判決の最大の特徴があったとしている。
83) 本判決の評釈，解説として，角田美穂子「判長u法セ 601号 120頁や石田剛「判
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批J判タ 1166号 98頁以下，山崎緩ー「半'U批J判タ 1178号80頁以下，黒木松男
「判批J創価ロージャーナノレ2号 157頁以下，角田美穂、子「判解J法セ 614号 16頁
以下を参照した。
84) 石田・前掲注83)101頁以下参照。
85) 本判決の評釈として，石田・前掲注83)98頁以下を参照。
86) 石田・前掲注83)101頁以下および本判決解説金判 1197号16支を参照。
87) この点，個々の裁判官の変額保険への評価にも留意して裁判例を整理していると
見うるのが，松岡・前掲注70)17頁以下である。
88) この変額保険訴訟はパプノレ経済の崩壊により顧客に大きな損失が発生したことを
受けて多数提起されたものであり，保険会社や銀行の支任を問い，この損失を転嫁
しうるかが最終的にはi替われていたといいうる。その意味で損害言賠償構成によるに
しろ錯誤その他の法律行為構成によるにしろ，最終的に目指すところは向ーであっ
た。とはいえ錯誤という法律構成の持つ論理，判断枠組みから見れば，このような
ことが関われていたといいうるであろう。
89) なおすでに，石田・前掲注83)102頁以下は，本間取引を複合契約と見て，病理
的な事態が契約締結過程で介夜した場合における契約の一体的処理，すなわち錯誤
の一体約適用などが今後もっと検討されでもよいとしていた。
90) 動機表示構成を介する必要さはないとの指摘は，例えば，潮見俊男『契約法理の混
代化~ (有斐閣 2004年)126頁以下や石田・前掲注83)103頁， )11地・前掲注68)
192 J[においてなされている。
91) 本判決の評釈である，野村豊弘「判批」判タ 765号65頁以下は，複数の契約の密
援な関連性の観点から本判決佐取りよげている。
92) 本判決の評釈として， i尺聖子直紀昨日批J西南 18巻2号 149頁以下や執行秀幸 f判
批j法符55巻7号 165頁以下，島川勝「半日批J'fiJタ505号4頁以下，清水巌「判
批j商法(総別・荷行為)判例百選〔第二版J200頁以下，西島梅治 f判批」ジュ
リ840号94頁以下を参照した。
93) 評釈として，粟田哲男「半5批J判評309号30頁以下や山本陵可 l'fU批」法時57
巻6号 124頁以下を参照。
94) 例えば，執行・前掲注目)166頁以下や楽沼・前掲注93)32 J[以下。
95) なお菜回・前掲注93)32頁以下は，ここで問われているのは，消費者である顧客
が立替金に相当する金員を売主から回収すべきか，それとも信販会社がこれを行う
べきかという政策的な判断であるとし，錯誤というよりは治費者保護という価{直判
断を正面に出して理論構成した方がベターであるとしている。このように抗弁の接
続の議論は販売業者からの回収不能のリスクの与信者への転嫁如何という意義そ有
しており，本判決の意義はもっぱらその立法化以前にこれを錯誤という法律構成を
借りて認めたところにあったといえよう。なおこうした抗弁の接続の議論について
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は，拙著・前掲注2)238頁以下を参照。
96) 本判決の評釈および解説として，祈回文郎「判解J最判解民Hi'3和40年406頁以下
や星野英一印刷tJ法協83巻5号 140頁以下，谷田貝三部「判批」民商54巻5号
111.Fr以下を参照した。
97) 谷田・前掲注96)117頁以下参照σ
98) 須田・前掲注57)1頁以下は，原審の判決を是認した本判決に，契約全体に共通
する主要な呂的を認定し，その目的が達成されない場合には契約全体の効力を否認
するというリゾートマンションの売買契約に関する最三判平成8年 1月12臼と共
通の発想、を見出している。
99) 本判決の評釈として，後藤巻目日「判批Jジュリ 976号 105.Fr以下ぞ参照した。
100) 評釈として，鳥谷部茂「判批j消費者耳目i判例百選58.Fr以下を参照した。
101) なおここで本稿において言及する契約の目的と動機との関係について一言する。
本稿の契約の目的とは，契約の効果として発生する権利・義務の内容ではなく，契
約の外にありながら契約によって当事者が達成ないし獲得しようとする利益・効用
を指し，一般には契約締結の動機とほぼ伺じ意味内容を7有するものである。本稿の
契約の目的とは当該の取引伝達成することであり，動機lこ含まれるが，とはいえ後
述のように単なる主観的な動機ではなく多くの場合ある程度普及定着した取引とい
う相当程度客観的なものを念頭に霞いている。契約の目的の二つの意味について
は，奥田国道編『新版注釈民法 (10)U (金山霞樹J(有斐閣 2003年)54頁以下
を，契約の目的と動機との関係については，岸上精志『契約の目的](不謄書
房 2006年)17頁以下を参照。
102) 船橋・前掲注4)および拙稿・前掲主主4)1賞以下を参照。なお既に第三者与信型
消費者信用取引を含む多数当事者の取引関係において異なる契約の僕務関に牽連関
係を認めるための根拠としてコーズを援用する見解である，千葉恵美子 l'多数当事
者の耳目|関係」をみる視点」椿先生古稀記念『現代取引法の基礎的課題](有斐鴎
1999年)161夏以下が存夜する。ただし論者が念頭に援いているのが債務負担の原
悶としての債務のコーズであるのに対し，私見の注箆するコースが契約締結目的を
含む近時の主観化されたコーズ概念である点で違いがある。
103) 以下のフランス法から得られた示唆の詳細については，捌縞・前掲注4)32 .Fr以
下を参照。
104) 拙稿・前掲注4)38 .Fr以下を参照。
105) 本間の消滅が錯誤無効になりうることとコーズを介した問問の同質性について
l立，抱稿・前掲注4)45支においても言及した。
106) 例えば，森田・前掲注56)25 .Fr以下や大村敦志『典型契約と性質決定](有斐閣
1997年)180賞以下等が挙げられる。またコーズ論の観点からは，小粥太郊「フラ
ンス契約法におけるコーズの理論j早法70巻3号64.Fr以下および竹中「契約の成
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立とコ町ス(八・完)J前掲注 56)1頁以下を参獄。
107) 例えば，加藤雅{言『新民法大系 I民法総則〔第2版H(有斐筒 2005年)271頁以
下や黒田喜重 f契約目的の到達不能についてj愛学26巻 2号 78頁以下，内国主塁
「事情変更と契約の拘束力j 加藤雅信ほか綴 ~21 世紀の日韓民芸評法学~ (j言山社 2005
年)21頁以下等をど参照。
108) 例えばその代表的な論者である D‘Mazeaudは，契約の集合などにおけるコーズ
概念の主主見化に，契約自由による行き過ぎを是正して契約における均衡を回復する
意義を見出し，かっそこにいわゆる契約における連帯主義の思想の現れそ見てい
る。この D.Mazeaudの見解については，拙稿・前掲注4)参照。また D.Mazeaud 
の見解を含めた近侍のフランスにおける契約の連借主義については，金山直樹「プ
ランス契約法の最前線j判タ 1183号99頁以下等を参照した。
109) このような理解については，拙稿・前掲注4)25頁以下を参照。
110) 法の発展にとってのコース論の意義，役割lについては，特に小粥・前掲注 106)129 
頁以下を参照。
111) 例えば金山直樹「サブリース契約の法的性質 (4)J民研512号 54頁以下は，複数
の契約より成る取引であるサブリースについて，この取引ないし契約の法性決定に
おいて，こうした取引の社会的普及度からも検討をおこなっている。
112) 例えば割減潜入あっせんやローン提携販売について，半田吉信「ローン提携販売
と抗弁権の切断条項(上)(下)J判タ 724号 48夏以下， 725号 15頁以下のように，
民法中に規定のない新たな契約範隠としての三当事者契約関係と捉えることを主張
するものもある。
113) こうした非典型契約の類型としての考察については，大村・前掲注 106)152頁以
下を参照した。また近時種々の非典型契約を，それぞれの本位等を明らかにすべ
し総合的に検討する連載が，椿寿夫・伊藤進「非典型契約の総合的検討JNBL 917 
号8頁以下において開始されている。
114) 代物弁済予約理論の生成過程をと例にとって，非典型契約類型の生成に至るプロセ
スをたどる，湯浅道男「混合契約および非典型契約の解釈にあたっては，どういう
点に留慈すべきかj橋寿夫編『講座現代契約と現代僚機の展望第5巻j(日本評論
社 1990年)3頁以下を参照。
115) 学説，裁判例により信義則などの法律構成を介していわゆる抗弁の接続が認めら
れることから始まり，今日割斌販売法により抗弁の接続のみならず一定の消滅の局
面での契約問の影響関係まで認められるに至っている取引である， f毘別信用務入
あっせんが想起される。抗弁の接続が立法化される経緯については，拙著・前掲注
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2) 241 ]要以下を参照。
なお民法(債権法)改正検討委員会による債権法改正の基本方針においては，新
たに典型契約のーっとしてファイナンス・リースに関する規定を，また総則的な規定
複合契約と錯誤
であるが，役務提供契約に擬する規定を民法典に置くことが提案されている。
116) 民法(債権法)改正検討委員会の提案には，複合契約中の契約の消滅に関する提案
として，以下に検討するもののほかに複数の契約の解除に関する【3.1.1. 81]があり，
また消費貸借に関する規定の中に第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続
に関する規定全潰〈ことも提案されている([3. 2. 6. D] [申案〕および [3.2.6.10])。
これらについてもいずれ検討をする機会をもちたい。
117) 拙稿「複合契約と公序良俗(下)J前掲注3)33頁参照。
118) 提案【1.5. 02]は(2)に暴利行為に隠する規定を加えているが，現民法90条の原
則は若干の文言を修正した上で<nにおいて維持されているため，これが引き続き
この法理の根拠となることに障害はない。民法(債権法)改正検討委員会編『詳解債
権法改正の基本方針 I 序論・総則~ (商事法務 2009年)50][以下参照。
119) 民法(債権法)改正検討委員会・前掲注 118)348頁以下によれば，本間にまつわ
る議論は熟していないが，ーの法律行為の無効がftilの法律行為の無効をもたらしう
るという原則について，実主主的な根拠営提供することお体に重要な意味があると考
えて，厳格な要件~定めずにこの解釈を判例学説の発展にゆだねつつ， この消滅の
原則を条文化したとのことである。
120) この錯誤の規定については，民法(債権法)改正検討委員会・前掲注 118)103頁
以下参照。
121) 民法(債権法)改正検討委員会・前掲注 118)110頁以下。
122) 後藤・前掲注目)14][以下参照。
123) 本規定について検討する，滝沢昌彦「契約の成立・法律行為J法持81巻 10号40
頁以下は，事情によっては法律行為の内容つまり合意の内容とならなくても合窓の
効力を奇定しうるとする。また後藤・前掲注55)15頁以下は，消費者契約において
は合意営柔軟に認定するなどして動機の契約内容化をより柔軟に認めうるとしてい
る。
124) 民法(債権法)改正検討委員会・前掲注 118)115賞以下。これに対して民法改正
研究会による改正試案56条I項では「重要な部分Jとされている。
125) 滝沢・前掲注 123)39頁は， I要素jの主主件が元来契約類型から客観的に定まる重
安部分を念頭にしていたようにも環解できるとし，これが「因果性jに尽きるもの
であるかはなお検討会要するとする。
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